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1. 理念・目標 

本大学院医学研究院の理念は，世界をリードする先進的医学研究を推進し，高い倫理観と豊かな人

間性を有する医学研究者・医療人を育てることにより，人類の健康と福祉に貢献することである。さ

らに，次の目標を掲げている。 

 

教育目標 

医学・生命科学に関する高度な知識と研究能力を備え，社会の要請に応える高い見識を備えた人

材を養成する。 

 

行動目標 

１．高度に専門的な医学・生命科学の知識と研究能力を備えることで，疑問や仮説を科学的に深く

追究する探究心を育む。 

２．世界をリードする先端医学研究を国際的に推進する能力を習得する。 

３．健康・安全に関する地域社会，国際社会の多様かつ広範な要請に応える能力と見識を培う。 

４．倫理性豊かな人材として活躍するために，命の尊厳を敬う心を涵養する。 

 

研究目標 

基幹総合大学としての国際レベルの研究を推進し，知のフロンティアを切り拓き人類の福祉に貢

献する。 

 

行動目標 

１．独創的，先駆的基礎研究の発展に寄与する。 

２．社会に役立つ実学として臨床医学，社会医学を推進する。 

３．基礎から臨床までの橋渡し研究を遂行する。 

４．総合大学の特色を生かし，学内関連部局，国内外の大学・研究機関，産業界と連携しつつ，世

界レベルの医学研究を推進する。 

 

 

2. 沿革 

明治 9年 8月 14日 札幌農学校が発足した。 

明治 40年 6月 1日 札幌農学校が東北帝国大学農科大学となった。（同年9月，開学式挙行） 

大正 7年 4月 1日 北海道帝国大学が設置された。（東北帝国大学農科大学は北海道帝国大学

農科大学（現農学部）となった。） 

大正 8年 4月 1日 北海道帝国大学に医学部が置かれた。 

大正 10年 4月 22日 医学部に附属医院が置かれた。 

医学部に於ける講座の種類およびその数が定められた。 

(内科学，外科学，解剖学，生理学，医化学，病理学) 

大正 10年 10月 1日 医学部附属医院に産婆養成所が設置された。 

大正 11年 5月 16日 細菌学，耳鼻咽喉科学，薬物学，眼科学，解剖学第二，同第三，生理学

第二，病理学第二の各講座が増設された。 

大正 12年 5月 16日 産婦人科学，小児科学，皮膚泌尿器科学，法医学，内科学第二，外科学

第二の各講座が増設された。 

大正 13年 7月 8日 精神病学，衛生学，内科学第三の各講座が増設された。 

大正 14年 5月 19日 外科学第三講座が増設された。(昭和 23年 7月整形外科学講座に改称) 

昭和 14年 5月 15日 臨時附属医学専門部が設置された。 

昭和 20年 6月 16日 医学部附属医院に看護婦養成施設(厚生女学部)が置かれた。 
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昭和 22年 6月 10日 医学部附属医院産婆養成所は医学部附属医院助産婦養成所と改称され

た。 

昭和 22年 10月 1日 帝国大学官制の一部が改正され，帝国大学官制を国立総合大学官制に改

められ，北海道帝国大学は北海道大学と改正された。 

昭和 24年 1月 31日 放射線医学講座が増設された。 

昭和 24年 5月 31日 国立学校設置法が公布され，学校教育法による国立の大学として新たに

北海道大学医学部が定められ，同時に従前の規程による北海道大学附属

医学専門部は本学に包括された。なお，学部附属の研究施設として，附

属病院，附属病院登別分院，看護婦養成施設が置かれた。 

昭和 24年 6月 22日 泌尿器科学講座が増設され，従来の皮膚泌尿器科学講座は皮膚科学講座

と改称された。 

昭和 25年 3月 31日 附属医学専門部が廃止された。 

昭和 26年 4月 1日 医学部附属看護婦養成施設が看護学校に改められた。 

昭和 27年 4月 1日 助産婦養成所が北海道大学医学部附属助産婦学校に改められた。 

昭和 29年 4月 1日 医学部に薬学科が設置された。薬学科に薬化学講座が設置された。 

昭和 30年 7月 1日 薬学科に生薬学講座，薬品分析化学講座が増設された。 

昭和 31年 4月 1日 公衆衛生学講座が増設された。 

医学部附属診療エックス線技師学校と医学部附属温泉治療研究施設が設

置された。 

薬学科に薬品製造学講座，衛生化学講座が増設された。 

昭和 33年 4月 1日 大学院薬学研究科が設置された。 

昭和 35年 4月 1日 麻酔学講座が設置された。 

昭和 37年 4月 1日 医学部附属癌免疫病理研究施設が設置された。 

医学部附属癌免疫病理研究施設に病理部門が設置された。 

昭和 38年 4月 1日 生化学第二講座が増設された。 

昭和 40年 4月 1日 国立学校設置法の一部改正により薬学部が設置された。 

医学部薬学科は分離独立(薬学部に薬学科及び製薬化学科が設置され

た。) 

脳神経外科学講座が増設された。 

昭和 41年 4月 1日 医学部附属の教育施設として衛生検査技師学校が設置された。 

昭和 42年 4月 1日 医学部附属癌免疫病理研究施設にウイルス部門が増設された。 

昭和 44年 4月 1日 医学部附属診療エックス線技師学校が医学部附属診療放射線技師学校に

改組された。 

医学部附属癌免疫病理研究施設が医学部附属癌研究施設と改められた。 

昭和 46年 4月 1日 医学部附属癌研究施設に生化学部門が増設された。 

昭和 47年 4月 1日 医学部附属衛生検査技師学校が医学部附属臨床検査技師学校に改められ

た。 

昭和 47年 5月 1日 医学部附属動物実験施設が設置された。 

昭和 48年 4月 27日 循環器内科学講座が増設された。 

昭和 50年 4月 16日 薬理学講座が薬理学第一講座及び薬理学第二講座に改められた。 

昭和 54年 4月 1日 医学部附属癌研究施設に遺伝部門が増設された。 

昭和 58年 4月 1日 医学部附属看護学校が廃止された。核医学講座が増設された。 

昭和 59年 4月 1日 医学部附属臨床検査技師学校が廃止された。 

昭和 60年 4月 1日 臨床検査医学講座が増設された。医学部附属助産婦学校が廃止された。 

昭和 61年 3月 31日 医学部附属癌研究施設遺伝部門が廃止された。 
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昭和 61年 4月 1日 医学部附属癌研究施設に分子遺伝部門が増設された。 

医学部附属診療放射線技師学校が廃止された。 

昭和 62年 5月 21日 形成外科学講座が増設された。 

平成 4年 4月 10日 医学部附属癌研究施設に細胞制御部門が増設された。 

平成 5年 10月 12日 医学部付属病院新病棟が竣工した。 

平成 6年 6月 24日 医学部附属温泉研究施設が廃止され，リハビリテーション医学講座が増

設された。 

平成 7年 4月 1日 神経内科学講座が増設された。 

平成 8年 3月 31日 医学部附属癌研究施設分子遺伝部門が廃止された。 

平成 8年 5月 11日 医学部附属癌研究施設に遺伝子制御部門が増設された。 

医学部附属癌研究施設に客員研究部門として遺伝子治療開発部門が増設

された。 

医学部附属病院登別分院が廃止された。 

加齢制御医学講座，生体医工学講座が増設された。 

平成 13年 4月 1日 医学部附属動物実験施設が大学院医学研究科附属動物実験施設に改組さ

れた。 

平成 15年 4月 1日 生体機能学専攻生体機能構造学講座が機能形態学講座に，病態制御学専

攻分子病態制御学講座が病態内科学講座に，高次診断治療学専攻機能回

復医学講座が機能再生医学講座に，癌医学専攻癌制御医学講座が癌診断

治療学講座に改称された。 

平成 15年 10月 1日 医学部附属病院と歯学部附属病院が統合され，北海道大学病院となった。 

平成 16年 1月 30日 大学院医学研究科南研究棟が竣工した。 

平成 16年 2月 27日 医歯学総合研究棟が竣工した。 

平成 16年 4月 1日 北海道大学が国立大学法人となった。 

平成 17年 3月 10日 大学院医学研究科東南研究棟が竣工した。 

平成 18年 4月 1日 大学院医学研究科に連携研究センター「フラテ」が設置された。 

平成 19年 7月 13日 大学院医学研究科東北研究棟が竣工した。 

平成 20年 3月 28日 大学院医学研究科北研究棟が竣工した 

平成 21年 3月 27日 大学院医学研究科中研究棟が竣工した。 

平成 22年 7月 9日 医学部学友会館「フラテ」が竣工した。 

平成 22年 9月 1日 大学院医学研究科に医学教育推進センターが設置された。 

平成 26年 4月 1日 大学院医学研究科の医学専攻予防医学講座及び社会医療管理学講座が統

合され，医学専攻社会医学講座となった。 

平成 26年 5月 28日 大学院医学研究科附属動物実験施設が完成した。 

平成 28年 1月 15日 医系多職種連携教育研究棟が完成した。 

平成 29年 4月 1日 大学院医学研究科が大学院医学研究院・医学院に改組された。 

 

 

3. 組織体制 

医学研究院には，部門，分野及び教室を置いており，この他部門に寄附分野及び産業創出分野を置

いている。研究院には研究院長を置き，研究院専任の教授をもって充て，研究院専任の教授のうちか

ら研究院長の指名により，副研究院長２名及び研究院長補佐３名以内を置いている。 

附属の教育研究施設として動物実験施設が置かれており，施設長は研究院専任の教授又は准教授の

うちから研究院長の指名により，総長へ推薦している。 

この他研究院における教育研究推進のため，連携研究センター，医学教育・国際交流推進センター，
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死因究明教育研究センター，クリニカルシミュレーションセンター，医療イノベーションセンター及

び医理工学グローバルセンターを置いている。 

 

部門 分野 教室 

生理系部門 生化学分野 分子生物学教室，医化学教室 

解剖学分野 解剖発生学教室，組織細胞学教室 

生理学分野 細胞生理学教室，神経生理学教室 

薬理学分野 神経薬理学教室，細胞薬理学教室 

病理系部門 病理学分野 分子病理学教室，腫瘍病理学教室 

微生物学免疫学分野 免疫学教室，病原微生物学教室 

社会医学系部門 社会医学分野 衛生学教室，公衆衛生学教室，法医学教室，医

療政策評価学教室，医学統計学教室，  

内科系部門 内科学分野 呼吸器内科学教室，免疫・代謝内科学教室，消

化器内科学教室，循環病態内科学教室，腫瘍内

科学教室，血液内科学教室 

放射線科学分野 

 

放射線治療学教室，画像診断学教室，放射線医

理工学教室 

呼吸・循環イノベー

ティブリサーチ分野

（寄附分野） 

－ 

糖尿病・肥満病態治療

学分野（寄附分野） 

－ 

心不全低侵襲先進治

療学分野（寄附分野） 

－ 

心不全遠隔医療開発

学分野（寄附分野） 

－ 

心不全医薬連携開発

学分野（寄附分野） 

－ 

先端画像診断開発学

分野（寄附分野） 

－ 

外科系部門 外科学分野 消化器外科学教室I，消化器外科学教室II，腎泌

尿器外科学教室，循環器・呼吸器外科学教室 

侵襲制御医学分野 麻酔・周術期医学教室，救急医学教室 

移植外科学分野（寄附

分野） 

－ 

専門医学系部門 機能再生医学分野 整形外科学教室，形成外科学教室 

生殖・発達医学分野 小児科学教室，産婦人科学教室 

感覚器病学分野 皮膚科学教室，耳鼻咽喉科・頭頸部外科学教室，

眼科学教室 

神経病態学分野 精神医学教室，脳神経外科学教室，神経内科学

教室 

脊椎・脊髄先端医学分 － 
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野（寄附分野） 

眼循環代謝学分野（寄

附分野） 

－ 

先端的糖鎖臨床生物

学分野（寄附分野） 

－ 

転移性骨腫瘍予防・治

療学分野（寄附分野） 

－ 

運動器先端医学分野

（産業創出分野） 

－ 

膝関節機能再建分野

（産業創出分野） 

－ 

バイオマテリアル機

能再建分野（産業創出

分野） 

－ 

連携医学系部門 医生物学分野 神経生物学教室，人類進化学教室 

 

 

4. 組織改革と将来構想 

医学研究院では研究院長のリーダーシップのもと，教育・研究上の必要に応じて適宜，組織改革を

行ってきた。 

 

１．高い研究水準を維持・発展させる取り組み： 

現在，医学研究院の先端研究機器は医歯学研究教育棟に集約されている。また大型外部資金を活用

した連携研究センター「フラテ」が設置されており，2012 年には 7部門の研究拠点として稼働してい

る。今後令和の時代にさらに高い研究成果を目指し，オミクス解析などの超大型機器の導入を目指す。

具体的には，研究成果の最終出口を創薬，医療機器開発，診断法開発等とした部局横断型のライフサ

イエンス研究センターを設置し，これにより新たなポジションの設置と公的ならびに民間企業からの

大型研究資金の獲得を目指す。 

 

２．研究実施体制の強化： 

医学研究院では医学のさまざまな領域において基盤研究，橋渡し研究，応用研究を行い優れた業績

を挙げてきた。今後も，研究院としての強みや特色を生かして重点的に進めていくことが重要であり，

多様な医学研究の推進には，競争的資金の獲得が必要である。この状況を踏まえて，2013 年度には研

究戦略室を設置し，外部資金獲得や人材の戦略的任用を支援する体制を整備した。今後は，医学研究

院内にＵＲＡステーションを設置し，外部資金調達のための情報収集，企業等との連携調整，グラン

ト申請のサポート業務を行い研究者へのサポート体制を強化する。また，部局内積立金の効率的運営

をはかり，高額な研究機器購入等を可能にすることで研究機能の強化を行う。 

 

３．Society 5.0 に対応したインフラ整備と研究開発： 

医学研究院では，情報工学系部局や通信関連企業と共同研究を推進し，５Ｇ及びポスト５Ｇ等の新

しい通信技術を活用したNew Normal の時代に必要とされるヘルスサイエンス領域の新たなツール（遠

隔医療システム，リモート授業，ウェアラブル健康管理システム等）の開発と提供を，産業創出講座

の設置を通して産学共同研究開発を実施する。 

また，喫緊の課題として，関係する部局とともに，新型コロナウイルスに係る基礎知識，検体の採

取と取扱いの方法について，北海道地区の一般病院や医療者を対象に，感染予防策及び検査の一連の
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流れ等についての情報提供や講習会を実施，また教育内容をe-learning として教材化し，オンデマン

ドで配信を行うことで北海道のコロナ医療従事者に，最新かつ適正な情報をコンスタントに提供する

しくみを構築する。 

 

４．社会の変化に対応した教室の再編： 

医学研究院では，医学研究・教育の根幹となる基盤教室に加え，時代の要請に応じて機動的に教室

を再編している。2014 年度には社会医学系講座の再編を行い，現行の予防医学講座と社会医療管理学

講座を社会医学講座に一体化し，同講座に基幹教室として，衛生学・細胞予防医学教室，公衆衛生学

教室，法医学教室を置き，機動的分野として医療政策評価学教室，医学統計学教室を設置した。 

2017 年からは医学研究科が医学研究院・医学院に改組され，後述のとおり分野・教室が改変された。

これまで，婦人科学部門と産科学部門が分かれていたが，産婦人科研究が細分化されたことで，必ず

しも統合的な研究が推進されなかったことから，産科・生殖医学分野及び生殖内分泌・腫瘍学分野が

統合され，2004 年の法人化前の姿である産婦人科学教室に戻った。また，スポーツ医学分野は，臨床

でのニーズが高まったため，病院スポーツ医学診療センターにその機能が移転した。2016 年からは新

たな医療事故調査の法整備が進み，調査制度が始まったことに対応するため，2017 年に協力講座とし

て医療安全管理学教室が設置された。 

 

５．人材の戦略的任用制度の創設： 

人材の戦略的任用については，2013 年度より研究科長裁量人件費ポイント枠を設定したほか，2014

年度からは寄附金を活用して教員を任用し，研究の活性化を図る「特任研究教員制度」を導入した。

また，2020 年度には，北海道大学の導入したアンビシャス・テニュアトラック制を用いて，准教授を

雇用しており，この制度は30代前半の若手人材の積極採用を目指すものであり，5年後の審査を経て

教授に就任することが見込まれる。今回は海外の研究所からの採用となり，今後の更なる国際共同研

究の発展が見込まれる。 

 

６．量子医理工学研究拠点の発展： 

本学では，2014 年度に，世界・学内の第一線研究者を結集し，教育研究に集中できる環境を提供す

る総長直轄の教育研究組織である国際連携研究教育局 GI-CoRE (Global Institution for 

Collaborative Research and Education) が２ユニット設置された。この研究ユニットの一つは量子

医理工学グローバルステーションであるが，5年間医学研究院が主体となって開発された分子追跡陽

子線治療装置を使用したがん治療装置は，北大病院で稼働し，アメリカなどの諸外国に受注販売を行

う実績を挙げた。2020 年度には，この活動が学内で認められ，人件費が内在化され，量子医理工学グ

ローバルステーションが医理工学グローバルセンターとして恒久的に設置され，更なる研究が展開し

ている。 

 

７．学院・研究院制度導入と大学院の新設： 

本学の「教育課程編成・実施の方針（カリキュラム・ポリシー）」には，「既存の研究科の枠を越え

る体制と社会的要請に応える大学院教育を創出するため，学生の所属組織（学院）と教員の所属組織

（研究院）を分離する学院・研究院制度の導入」が掲げられ各部局で実施されてきた。医学研究院の

教員が他の学院の大学院生の教育を担当することを容易にするため，医学研究科を医学院・医学研究

院へと改組し，大学院生の所属組織と教員の所属組織が分けられた。このしくみを活用して，量子医

理工学グローバルステーションを土台として 2017 年医理工学院が設立され，医学研究院に所属する教

員が同学院を担当して，放射線医学・医学物理に携わる医療者の育成が行われている。また，北大を

代表する科学研究にソフトマターの開発があるが，ソフトマターグローバルステーションに参画した

医学研究院の教員が生命科学院を担当することにより，生命科学院に新たに設置されたソフトマター

専攻において，修士課程学生への教育が行われている。このように学部の枠を超えた大学院教育が行

われており，異分野融合研究の核となる人材育成が行われている。 
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８．国際化への対応： 

医学研究院では，医学教育についての研究開発ならびに企画，立案，実施，指導助言を行うことを

目的に，2010 年に医学教育推進センターが設置されたが，さらに国際共同研究のコアとなる人材育成

を目指す観点から，2018 年に改組が行われ機能強化された。従来の医学教育研究開発部門，医学英語

教育部門に加え，国際連携部門（旧国際連携室 2006 年設置）が設置され，研究成果の国際的な発信

の支援，外国の大学との交流，留学生の交流，国際開発協力，医学研究院・医学院・医学部医学科国

際交流基金に関する活動が行われている。 

 

９．死因究明学の研究開発と地域社会への貢献： 

わが国では，2014 年 6月には「死因究明等推進計画」が閣議決定され，死因究明等が重要な公益性

を有するものとして位置付けられた。この実施体制の強化と死因究明等に係る人材の育成及び資質の

向上を目的として，2016 年に死因究明教育研究センターが設置された。このセンターは，法医学部門，

病理学部門，オートプシー・イメージング部門，法歯学部門，臨床法医学部門，医療安全管理部門か

ら成り，死因究明・外傷評価・身元確認等に係る教育・研究拠点として活動を展開し，死因究明等に

携わる人材の育成に当たっている。道内外の大学や北海道警察，北海道保健福祉部，科学捜査研究所，

北海道医師会，北海道歯科医師会，地域基幹病院，海上保安庁など学外の関連機関と積極的に連携し，

死因究明等に係る研究開発が行われており，また，地域の医療機関で発生した医療事故事例について

はオートプシーイメージング画像読影の受託制度を整え，地域社会に貢献している。 

 

１０．手術手技のカダバートレーニング法の研究開発： 

臨床医学研究分野においては，長年に渡り，医工連携・産学連携における献体利用が検討されてき

たが，2012 年に「臨床医学の教育及び研究における死体解剖のガイドライン」が公表された。北海道

大学では，篤志献体の会である北海道大学白菊会の会員ならびにご家族のご理解とご協力を得てカダ

バートレーニングの準備を進め，2016 年から学内に専門委員会である『北海道大学における遺体を使

用した外科解剖・手術手技研修（CAST*）実施運営委員会』を立ち上げて手術手技研修を開始し，高度

で安全な医療が受けられる未来社会の実現に向けて日々努力を重ねてきており，2019 年度から献体を

使用した手術手技研修に人材育成や医療機器開発への取り組みを加えた CAST（Cadaveric Anatomy and 

Surgical Training）関連事業が立ち上り，文部科学省・厚生労働省・北海道・国立研究開発法人日本

医療研究開発機構（AMED）の大型研究費に採択され，包括的に研究開発を推進している。 

 

 

5. 中期目標・中期計画 

大学院医学研究院 第 3期（2016 年度～2020 年度）中期目標・中期計画 

中期目標 中期計画 

Ⅰ．研究に関する目標 

１．研究水準及び研究の成果等に関する目標 

(1) 持続可能な社会を次世代に残すため，グ

ローバルな頭脳循環拠点を構築し，世界トッ

プレベルの研究を推進するとともに，社会課

題を解決するためのイノベーションを創出

する。 

(2) 創造的な研究を自立して進めることがで

きる優秀な若手研究者を育成する。 

(1) ･ＧＩ－ＣｏＲＥに設置された量子医理工学グ

ローバルステーション並びに医理工学院との連

携により，医理工連携研究を強化する。 

(2) 「医療イノベーションセンター(仮称）」を設置

し，大学と企業との産学協働による出口を見据え

た次世代医療機器等の研究開発を行う。 

(3) 「フード＆メディカルイノベーション国際拠

点」のサテライトにおいて，大学病院と直結した

環境での企業等との産学協働による大型共同研

究を行う。 
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 (4) 2016 年度に死因究明教育研究センター（仮称）

を設置し，死因究明等を担う法医学的知識を有す

る人材育成を行うための教育プログラムの開発

を行い，若手教員を育成する。 

(5) クリニカルシミュレーションセンター（仮称）

を設置し，教員のスキルアップトレーニングを行

うとともに，卒前・卒後医学教育を充実させると

ともに，医学，保健学，歯学，薬学にまたがる多

職種連携教育を強化する。 

2. 研究実施体制等に関する目標 

(1) 研究力を強化するための基盤となる体

制を整備する。 

 

(1) ＵＲＡステーションと連携し，研究力を強化す

るための環境を整備する。 

(2) 外国人教員による，若手研究者の英語教育や研

究成果発表支援を総合的に行うための組織体制

を整備する。 

(3) 医歯学総合研究棟中央研究部門で管理してい

る共通機器の共同利用化を推進する。 

Ⅱ．社会との連携や社会貢献及び地域を指向し

た教育・研究に関する目標 

１．研究水準及び研究の成果等に関する目標 

(1) 大学の教育研究活動の成果を活用し，地

域・社会の活性化，課題解決及び新たな価値

創造に貢献する。 

 

(1) 臨床系連携講座を設置した道内の基幹病院で，

定期的な講習会及び講義を実施し，配置した博士

課程学生による研究及び臨床活動により，地域社

会へ貢献する。 

(2) 地域の高校において，先端医療等に関する授

業・講義を実施し，高校生に対して医療・医学へ

の関心を高める。 

(3) クリニカルシミュレーションセンター（仮称）

を活用し，学外の医師及び医療従事者に対する技

術講習会等を開催することで地域医療の活性化

に貢献する。 

(4) 死因究明教育研究センター（仮称）を設置し，

死因究明等に関するセミナー，研修会等を実施す

ることにより，学外の医療従事者，法医学関連業

務従事者等の知識向上に貢献する。 

(5) 地方自治体等と共同で行う地域コホート研究

等を通じて，地域住民に対する健康維持・増進に

関する啓発活動を推進する。 

(6) 地域企業への研究シーズの発信強化と実用化

に向けた共同研究を推進する。  

Ⅲ．その他の目標 

1. グローバル化に関する目標 

 

Ⅳ．業務運営の改善及び効率化に関する目標 

１. 組織運営の改善に関する目標 

(1) 医学研究院長の裁量による人件費ポイントを

活用し，外国人教員を積極的に採用する 
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２. 教育研究組織の見直しに関する目標 

(1) 社会の変化に対応しつつ，本学の強み・

特色をいかすために教育研究組織を最適化

する。 

 

  

(1) 医学研究科を改組し，教員組織として医学研究

院，大学院教育組織として医学院，医理工学院を

設置する。なお，医学院には，人々の健康と生活，

安全の維持・向上に対する公衆衛生上の諸課題に

対応できる人材育成を行うコースとして，公衆衛

生学コースを設置する。〔2017 年 4 月 1 日改組・

新設済〕 

Ⅴ．財務内容の改善に関する目標 

１．外部資金，寄附金その他の自己収入の増加

に関する目標 

(1) 医学部の教育研究基盤を強化するため，医学部

創立 100 周年記念事業として寄附金を募る。 

Ⅵ．自己点検・評価及び当該状況に係る情報の

提供に関する目標 

１．評価の充実に関する目標 

(1) 自己点検・評価及びそれに基づく第三者の

評価の結果を教育研究活動及び大学運営の

改善等に活用する。 

(1) 国際基準に対応した医学教育の分野別認証評

価を受審する。 

Ⅴ．外部資金，寄附金その他の自己収入の増加に

関する目標 

(1) 医学部創立100周年記念事業として寄附金を募

り，百年記念館の建設，教育研究基金の創設等を

行う。 

 

 

6. 研究 

6-1. 研究目的(目標)と特徴 

6-1-1. 目的(目標) 

本学の第３期中期目標前文に掲げられている，「世界の課題解決に貢献する北海道大学へ」とい

う研究の基本目標を踏まえ，医学部・医学研究院の研究目標としては「基幹総合大学として国際レ

ベルの研究を推進し，知のフロンティアを切り拓き人類の福祉に貢献する」ことを掲げている。こ

れらの目標の達成のため，第３期中期目標期間においては，2017 年に，医学研究科から，医学研究

院・医学院へと組織構造を抜本的に変更したことが大きな前進である。この結果，教員組織と大学

院生組織が分離され，医学研究院教員が，医学院以外の大学院生の指導教員となることができるよ

うになったことにより，融合研究が実質的に推進されている。このことに伴い，現在，生命科学院

との新規融合研究が展開されている。また，研究院長のもと，研究支援組織（運営組織）として研

究戦略室を設置の上，研究活動支援に力をいれてきた。基本的な教員の構成組織である分野・教室

に加え，基盤教室と連携教室からなる連携研究センター「フラテ」も継続して設置されており，研

究推進体制の整備を図っている。 

特に第２期中期目標期間中に本学に設置された国際連携研究・教育推進組織である国際連携研究

教育局(Global Institution for Collaborative Research and Education：GI-CoRE)を活用して国

際共同研究が展開されている。GI-CoRE は６つのグローバルステーションから成るが，そのうち１

つの量子医理工学グローバルステーションは本研究院が中心となり設置されているもので，研究推

進とともに 2017 年には新しい大学院である医理工学院が設置され，融合領域での人材育成が進め

られている。またソフトマターグローバルステーションには，医学研究や医療応用の面で本研究院

が貢献している。 

さらに，プロジェクト研究等の実施に際しては，大学内外の他組織との連携・協力により適切か

つ機動的な推進体制を構築するなど弾力的な対応を図っている。特に本学は 2018 年に文部科学省の

世界最先端拠点形成プログラム WPI(World Premier International Research Center Initiative)

に採択され，化学反応創成研究拠点 ICReDD（Institute for Chemical Reaction Design and 
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の融合研究が促進される組織体制が形成された。 

 

6-2. 研究活動の状況 

医学研究院では，最新の５年インパクトファクターが原則 10点以上の論文については優秀論文賞と

して表彰しており，受賞対象論文数は，2016 年は９編，2017 年は５編，2018 年は８編，2019 年は４

編であった。これは，2015 年度の受賞対象論文１編（第２期中期目標期間中の受賞対象論文の年平均

3.8 編）を上回っており，第２期より質の高い活発な論文投稿が行われている。 

 

本学では外国人教員を採用した場合に人件費ポイントの措置を 2015 年度から行っているが，医学研

究院ではその制度を利用して外国人教員を 2018 年は５名，2019 年は４名を新規採用しており，研究

活動の更なる国際化を推進している。 

 

6-3. 研究費等の獲得(受入)状況 

科学研究費補助金（文部科学省及び厚生労働省分）（新規・継続）採択件数（代表分）は 2016 年度

166 件（433,010 千円），2017 年度 165件（511,030 千円），2018 年度 177 件（529,750 千円），2019 年

度 178 件（522,738 千円）と，2015 年度 160 件（447,220 千円）に対して件数・獲得金額ともに増加

しており，年度毎にさらに増加傾向を示している。また医学研究院の科学研究費獲得総額は，2019年

度においては 522,738 千円であり，この額は北海道大学の科学研究費獲得全体の 8.2％を占める。ま

た，受託研究費も 2016 年度 71件（821,762 千円），2017 年度 54件（873,343 千円），2018 年度 46件

（775,489 千円），2019 年度 37件（545,192 千円）と推移しており，第２期中期目標期間中平均 62.2

件（493.69 千円）と比較して１件あたりの研究費が増加傾向にある。  

 

文部科学省科学研究費補助金の中で，2016 年度には基盤研究（Ｓ）が採択され「高次脳領域におけ

るシナプス伝達制御機構の分子形態学的研究」に関する研究が推進されている。また基盤研究（Ａ）

としては，2016 年度には「閉塞性肺疾患の多様性の理解と個別化治療に向けた探索的研究」，「体外誘

導免疫制御性リンパ球を用いた細胞治療による免疫寛容誘導に関する研究」が，2017 年度には「復帰

変異モザイク表皮水疱症モデルマウスの作製と新規遺伝子治療法の開発」が，2019 年度には「高機能

ゲルによるがん幹細胞リプログラミングと治療薬開発基盤の創出」が採択されて先進的な研究が展開

されている。 

 

日本医療研究開発機構(AMED)が募集する公募事業（代表・分担）採択件数は，本研究院及び北海道

大学病院からの申請（本研究院所属教員からの申請のみ）を合算すると，2016 年度 73 件（542,314

千円），2017 年度 70 件（895,936 千円），2018 年度 75 件（930,397 千円），2019 年度 75 件（729,331

千円）と，第２期中期目標期間末である 2015 年度 67 件（496,805 千円）に対して件数・獲得金額と

もに大幅に増加している。 

 

社会との連携した研究推進については，寄附講座の設置・継続（計７件）を推進している。本中期

目標期間中，先端的糖鎖臨床生物学分野（2017 年設置），先端的運動機能解析・制御学分野(2017 年設

置)，糖尿病・肥満病態治療学分野（2018 年設置），心不全低侵襲先進治療学分野（2018 年設置），心

不全遠隔医療開発学分野（2018 年設置）, 転移性骨腫瘍予防・治療学分野（2018 年設置）, 心不全医

薬連携開発学分野（2019 年設置）を設置して,臨床応用を目指した研究が積極的に行われている。寄

附講座の研究費の総額は2019 年度で 125,833 千円である。 

 

寄附講座の設置・継続の推進に加えて，本学の新たな制度である産業創出分野（計４件）として，

運動器先端医学分野，膝関節機能再建分野，バイオマテリアル機能再生分野を 2019 年に設置し，整形

外科領域を中心に，我が国の高齢化社会における整形外科疾患の増加に対する画期的な治療法の開発

が行われている。産業創出分野の研究費の総額は 2019 年で 28,216 千円である。 

 

国の行政機関等による大型研究プロジェクトは，現在11件が計画・実施されている。このうち，環

境省疫学調査（連携：厚生労働省・文部科学省）「子どもの健康と環境に関する全国調査（エコチル調
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2 
政府戦略分野に係る国際標準化活動 

（経済産業省）  

低侵襲放射線治療のケアコーディネーショ

ン装置に関する国際標準化（2017-2019 

年度）  

3 
環境省疫学調査（連携：厚生労働省・ 

文部科学省）  

子どもの健康と環境に関する全国調査（エ 

コチル調査）（2010 年度-2031 年度） 

4 
環境研究総合推進費（独立行政法人 環境

再生保全機構）  

環境化学物質の複合曝露による喘息・アレル

ギー，免疫系へ及ぼす影響の解明（2017- 

2019 年度） 

5 
産学共同実用化開発事業（国立研究開発

法人 科学技術振興機構）  

アルギン酸の大型動物を用いた有効性の確

認および小型動物を用いた軟骨修復作 

用メカニズムの証明（2014-2023 年度） 

6 

革新的イノベーション創出プログラム

（COI STREAM）（国立研究開発法人科学

技術振興機構） 

「食と健康の達人」（2013-2021 年度）  

7 

橋渡し研究戦略的推進プログラム（医療

研究開発推進事業費補助金）（国立研究

開発法人日本医療研究開発機構） 

新規医療技術の持続的創出を実現するオー

プンアクセス型拠点形成（2017-2021 年度） 

8 

革新的技術による脳機能ネットワークの

全容解明プロジェクト（国立研究開発法

人日本医療研究開発機構） 

経路選択的な機能操作技術を応用したマー

モセット大脳皮質-基底核ネットワーク 

の構造マッピング（2017-2020 年度）  

9 
戦略的創造研究推進事業（CREST） 

（国立研究開発法人科学技術振興機構)  

疫学モデルと遺伝学モデルの統合による予

兆の捕捉と予測の実現（2016-2019 年度）  

10 

未来医療を実現する医療機器・システム

研究開発事業（国立研究開発法人日本医

療研究開発機構） 

量子線手術（クオンタム・ビーム・サージェ

リー）と放射線照射後手術における治療術中

の迅速な判断・決定を支援するための診断支

援機器・システム開発（2017-2021 年 

度）  

11 
橋渡し研究戦略的推進プログラム（国立

研究開発法人 日本医療研究開発機構）  

椎間板再生治療における組織修復材の開発

(2018-2020 年度)  

動体追跡技術を発展させ，がん標的の 3 次

元的形状と位置の時間的変化を把握する実

体適合陽子線治療(Real-world  Adaptive 

Proton  Beam Therapy）システムの非臨床 

POC 取得（2018-2020 年度）  
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7-6. 生涯教育の実施状況 

生涯教育とは，人が生涯にわたり学び・学習の活動を続けていくことを保障し，実際にそれを援助

する教育活動と定義される。医学研究院の生涯教育に関する活動としては一般市民向けの市民公開講

座及び医師を含む医療関係者に対する講演会があげられる。市民公開講座数は 2016 年度から 2020年

度にかけて計4回開催された他，2019 年には読売新聞社と共同で北大医学部「中学生のための医療体

験」を実施し，28名の中学生に対して体験学習プログラムを提供した。 

 

7-7. オープンキャンパスの実施状況 

医学部医学科自己点検評価書に記載する。 

 

 

8. 国際交流 

8-1. 国際交流の理念と目標 

8-1-1. 理念 

欧米の文化と科学技術を導入し，外国人教師の英語による授業を行った札幌農学校は，設立当初

から多様な世界にその精神を開いていた。それ以来，多くの本学の卒業生が海外において活躍し，

国際性の涵養という理念が，さまざまな形で受け継がれている。教養教育の充実によって自文化の

自覚に裏づけられた異文化理解能力を養い，外国語コミュニケーション能力を高め，国際的に活躍

できる人材を育成することの必要性はいうまでもない。北海道大学は，学生及び教職員の国際性を

涵養し，国際社会の発展に寄与するため，海外留学・研修の機会を拡大するとともに，外国人研究

者・留学生の受け入れを積極的に推進し，アジア・北方圏をはじめとする世界の人々との文化的・

社会的交流の促進を目指す 。 

この北海道大学の理念を踏まえ，医学研究院では，世界をリードする先進的医学研究を推進し，

高い倫理観と豊かな人間性を有する医学研究者・医療人を育てることにより，人類の健康と福祉に

貢献することを部局の理念として掲げ，これを達成するため，医学の様々な学術領域での国際交流

の促進を目指している。 

 

8-1-2. 目標 

大学院医学研究院，大学院医学院及び医学部医学科は，広範な医学知識，高い倫理観，豊かな人

間性，国際的視野を備え，医学の進歩と医療の実践・発展に寄与する医師・医学研究者を養成する

ことを教育目標として掲げ，具体的な行動目標の一つとして，国際交流の重要性を理解し，それに

必要な語学力，医学知識，教養を身につけることを掲げている。 

 

8-2. 国際交流の実績 

8-2-1. 協定締結状況 

2016 年度～2019 年度は，医学研究院においては，部局間交流協定締結を中心として，活発な国際

交流が行われた。 

部局間交流協定の締結校は，過去 12校であったものが，2016 年度に 8校(アジア 6校，中東 1校，

ヨーロッパ1校)，2017 年度に 4校(アジア 1校，ヨーロッパ3校)，2018 年度に 2校 団体(アジア

1 校，IAEA との国内大学・医療機関コンソーシアム 1 団体），2019 年度に 1 校(ヨーロッパ 1 校)の

計 15校が加わり，計 27校となった。 

 

責任部局としての大学間交流協定校は，過去 7 校であったものが，2017 年に UAE 大学(アラブ首

長国連邦)，2018 年に中国医薬大学(台湾)が部局間協定から大学間協定に格上げされたことにより，

計9校・団体となった。 
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9. 広報 

9-1. 広報活動 

9-1-1. 一般広報・入試広報  

9-1-1-1. 報道 

2016 年度から 2019 年度にかけて，医学研究院のホームページを随時拡充し，最新の学会情

報，研究成果に関するプレスリリース，教員の受賞情報を研究院内で共有できるようにした。4

年間で 69件のプレスリリース，205件の受賞情報を広報した。研究者への最先端研究に関する

テレビ・新聞等の取材などは，必要に応じて，アウトリーチ活動の一環として広報室が支援し

た。 

 

9-1-1-2. ホームページ 

本研究院・医学部医学科ホームページは，2007 年度に大幅改修を行ったが，2011 年度にはさ

らにホームページ内容を拡充し，学会情報や研究成果に関するプレスリリース，教員の受賞情

報を掲載するようにし，学部・大学院の情報を社会にむけてきめ細かに広報する現在のウェブ

の体制を整えた。2016 年度には，分野概要英語ページの更新を広報室が担当して行った。国際

連携室が発行している各種情報も，広報室と連携して定期的にウェブで情報を掲載発信してき

た。 

2016 年度には，大学院進学希望者にむけて本研究科の有益情報を広報するべく，専用のウェ

ブサイトを立ち上げた。この広報媒体を通して，大学院生の研究生活の様子や入学後の各種プ

ログラムや支援情報を発信している。大学院医学院・医学部医学科に関する募集要項，入試情

報等を，随時ホームページに掲載している。合格者の発表，及び学科編入の志願状況を，ウェ

ブ上でも公開している。 

2014 年度には，国際化の進展に対応して部局メインウェブサイト英語版のリニューアルを

行った。それまでの英語サイトは限られた情報だけを掲載していたが，日本語サイトと同等の

内容を英語サイトにも掲載することにより，広く世界に向けた情報発信が可能となった。この

改編では時代の趨勢に即して視覚面を重視し，多くの人の目に留まる親しみやすいデザインを

目標とした。2015 年度には，日本語サイトでも同様のリニューアルを行い，これ以降は日英両

サイトが統一された構成と外観で維持されている。 

2017 年 4月に大学院の再編と医理工学院の設置が行われる予定に対応し，メインサイトと大

学院進学希望者向けサイトを統合して新たに「医学部医学科・医学院・医理工学院・医学研究

院ウェブサイト」として再構成する計画を 2016 年度に開始した。ウェブサイトに対する攻撃が

世界的に増加していたことから安全確保が強く求められていた情勢を反映し，今回のサイト制

作と実装はセキュリティを最重視して行った。部局再編と同時に新サイトが公開された後は継

続的に内容を追加し，教室の研究内容，大学院学生の学修・研究活動，部局全体に係る各種デー

タなど豊富な内容を掲載しており，今後も適時に拡充を行う予定である。 

 

9-1-1-3. 刊行物 

・北大医学部百周年記念誌の刊行 

全体行事にかかる活動として，2017 年度から北大医学部百周年記念誌の編纂作業をすすめて

おり，百周年記念誌刊行小委員会を設置し，教員を配置することで，事務部との連携を取り

ながら記念誌の刊行作業を推進している。 

 

医学研究院・医学部医学科で定期的に発行している刊行物を資料 23に示す。一般広報として，

医学部「広報」を年 3回刊行している。 

医学科及び医学院に進学希望者向けの入試広報として，医学科，修士課程，博士課程の各種

案内と概要を年 1回発行している。大学院の修士・博士案内では，海外からの留学生に良い環

境を提供するために英語版も刊行している。 

広報室一般広報及び入学希望者等にむけた入試広報を，各種入学希望者向けのイベント等
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専門医学系 9 10 5 20 1 45 

連携医学系 1 1 0 1 0 3 

動物実験施設 0 0 0 2 0 2 

医学教育･国際交流推進センター 0 1 0 2 0 3 

死因究明教育研究センター 0 1 0 2 0 3 

クリニカルシミュレーションセンター 0 1 0 0 0 1 

中央研究部門 0 0 0 1 1 2 

寄附分野 1 2 2 5 0 10 

産業創出分野 0 1 0 0 0 1 

計 32 37 23 94 2 188 

 

10-1-2-2. 教員現員・配置及び採用状況 

教員の定員は人件費ポイント係数として数値管理の上，採用・昇任・配置換え等を行っている。

各教室等にはそれぞれ人件費ポイントが与えられており，その範囲内で教員の採用が可能である。

その他，必要に応じて，医学研究院長の裁量人件費ポイント，全学運用教員制度，寄附講座の設

置等により教員を採用している。 

2017 年からは医学研究科が医学研究院・医学院に改組されたこと及び医理工学院が設置された

ことに伴い，教員所属の組織が変更され，以下の分野・教室が新設・廃止された。 

 

【医理工学院担当となった分野】 

・（協力講座）病態情報学講座 応用分子画像科学分野 

・（協力講座）先端医学講座 医学物理工学分野 

 

【名称変更された講座】 

・微生物学講座 → 微生物学免疫学分野 

・病態情報学講座 → 放射線科学分野 

・先端医学講座 → 医生物学分野 

 

【新規設置・名称変更された教室】 

・衛生学・細胞予防医学分野 → 衛生学教室 

・産科・生殖医学分野及び生殖内分泌・腫瘍学分野が統合 → 産婦人科学教室 

・スポーツ医学分野 → 再生医療教室 

・社会医学分野 医療安全管理学教室（2017.9 設置） 

 

2019 年からは，放射線医学教室内の治療部門と診断部門が分化し，その内診断部門が核医学教

室と統合するかたちで，以下のとおり教室が新設された。 

 

【新規設置・名称変更・廃止された教室】 

・放射線治療医学教室 → 放射線治療学教室 

・核医学教室 → 画像診断学教室 

・再生医療教室 → （2019.3.31 廃止） 

 

なお，医学部には，医学科，保健学科の 2学科が置かれ，各学科には学科目が置かれている。

医学科の学科目は医学研究院の教員が担当している。 
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10-1-3. 教員人事 

教授候補者の選考にあたっては，医学研究院長の他に医学研究院教授会で投票により選出された

教授 6名からなる選考委員会を設置している。選考委員会は教室のあり方等を検討し，公募文書を

作成し，公募を行った後，面接及びセミナーによる選考を経て，選考委員会は 3名以内の教授候補

予定者を教授会に提示し，臨時教授会において 1 名の教授候補者を決定している。2016 年～2019

年にかけて，11件の教授人事が行われ，内部昇格は5件，外部からの招聘は6件であった。出身大

学別では，自学出身者は6名，他大学出身者が5名であった。 

准教授，講師候補者の人事は，研究院人事委員会で審査を受けたのち，教授会での投票によって

決定している。各職位に求められる業績の水準や資格がガイドラインによって決められており，人

事委員会はこれに基づき任用の可否を審議している。助教候補者の人事は，研究院人事委員会で任

用の可否が決定され，教授会で報告される。 

また，2009 年度から 2014 年度までの間に任用された教員は，北海道大学大学院医学研究科教員

のテニュア・トラック制に関する内規に基づき，教授も含めすべての職階において 5年の任期を付

したテニュア・トラック制を導入されており，テニュア賦与の可否はテニュア審査委員会による審

査を経て，教授会で決定される。 

2015 年度以降に任用された教員については，准教授・講師・助教に関しては，北海道大学大学院

医学研究院教員の業績審査及び再任審査に関する内規に基づく再任審査により再任することができ，

教授・准教授・講師に関しては，業績審査により任期の定めのない教員になることができることと

している。特任教授，准教授，講師候補者の人事は研究院人事委員会で審査を受けたのち，教授会

での投票によって決定している。特任助教候補者の人事は，研究院人事委員会で任用の可否が決定

され，教授会で報告されている。 

後任の補充に時間を要するなどの理由により，研究院で使用されるべき人件費ポイントが，2017

年度末時点で8.526 ポイント，2018 年度末時点で3.855 ポイント，2019 年度末時点で12.78 ポイン

ト未使用の状態であった。これらの研究院の空き人件費ポイントを活用して，医学研究院における

外国人教員の積極的採用のための方策により，2016 年度から 2019 年度までの期間で外国人助教 10

名を任用するなど，人件費ポイントの有効活用を図っている。 

 

10-2. 教育研究支援体制 

10-2-1. 事務系組織 

医学研究院，医学部医学科の事務業務は，医学系事務部が担当している。医学系事務部は，総務

課，会計課，保健科学研究院事務課及び図書担当（附属図書館所属）から成り，医学系事務部長の

指揮の下，病院事務部と協力の上，業務を行っている。 

教員組織と密接に関わる業務については主に総務課が，予算及び決算，契約，外部資金，施設等

については会計課がそれぞれ相互調整の上担っている。各教員及び各講座と連携の上，各課が一体

となって業務を進めている。 

遺伝子病制御研究所，アイソトープ総合センター，環境健康科学研究教育センター，脳科学研究

教育センター，医学教育・国際交流推進センター，連携研究センターの業務に係る事務も行ってい

る。 

研究院の意志決定機関である医学研究院教授会，医学科会議，医学院教授会には，医学系事務部

も参加し，懸案事項の解決，中期目標等の達成のために一体となって大学運営に当たっている。 

 

10-2-2. 技術系組織 

国立大学法人化に伴い，部局・講座の垣根を越えて効率的な技術支援を可能にするため全学的な

組織，技術支援本部が設置され，技術職員は全員兼任することになった。 

技術支援本部主催の研修会・技術研究会などが行われ，医学研究院・技術支援部は積極的に参加・

発表を行ってきた。 

また，技術支援部予算による学会発表・他大学開催の講習会・機器メーカーでのトレーニングに
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10-4-2. 防災対策 

2018 年 9月に発生した北海道胆振東部地震による被災を受けて，国立大学法人北海道大学災害等

危機対策規定に基づき，2019 年 8月に医学研究院における部局版危機対応・業務継続マニュアルを

策定した。本マニュアルにおいては，想定される被害シナリオに基づき，災害発生直後の初動対応

からその後の災害等危機対策支部の設置や意志決定方法等の危機対応について，事務部各担当レベ

ルで対応方法を定めている。 

また毎年度，「医学研究院消防計画」に基づく自衛消防訓練を実施している。 

 

11. 施設・設備・図書等 

11-1. 施設・設備の状況 

11-1-1. 教育研究施設・設備の状況 

2016 年に医師・歯科医師，薬剤師，看護師等の医療関連職種の学生と職員がともに学ぶ機会の創

出を目的として，医系多職種連携教育研究棟が設置され，下記の組織が入居している。 

 

・FMI(フード＆メディカルイノベーション)国際拠点サテライト： 

COI(センター・オブ・イノベーション)プログラム等に係る産学連携により，臨床研究，開発臨

床試験，トランスレーショナル・リサーチを実施している。 

・クリニカルシミュレーションセンター： 

医学部（医学科・保健学科），歯学部，薬学部の学生及び病院職員（医師・看護師・薬剤師等）

へのシミュレーション教育を実施している。 

・医療イノベーションセンター： 

「未来創薬・医療イノベーション拠点形成」事業の成果として，医療イノベーションセンター

を設置，本学研究者と各企業が連携して産学連携に関する最先端の融合教育研究を推進している。 

 

2019 年に医学部創立 100周年記念事業の募金（寄附金）により，医学研究及び教育に関する各種

活動や同窓生の交流を増進することを目的として，北海道大学医学部百年記念館を建設した。 

本記念館は本学札幌キャンパスが持つ自然に配慮し，サステナブルキャンパスマネジメント本部

の助言を受け，伝統的な寺社建築に用いられてきた構法を援用した木造建築であり，日本木材青壮

年団体が主催する木材活用コンクールにて優秀賞を受賞し，将来に渡ってキャンパスの魅力を高め

る新たなランドマークとして発展することが期待される。 

 

11-1-2. 情報関連設備の状況 

2020 年度から特別会議室に約 100名が同時接続可能なアクセスポイントを付設した。これを活用

し，かつタブレット端末を導入することで教授会資料のペーパーレス化を行った。 

また，同年新型コロナウイルスの感染拡大を防止するため，遠隔授業の実施体制を整えており，

この一環でこれまで Wifi ルーターを付設していなかったホール及び各講義室についても，付設を推

進している。 

 

11-2. 図書の状況 

2020年3月31日現在，医学研究院・医学院・医学部が所蔵している資料は資料29のとおりである。

図書 146,772 冊，学術雑誌5,770 種，視聴覚資料357タイトルを保有しており，電子資料としては，

全学の一本化した契約・公開システムの元，電子ジャーナル 17,877 種，電子ブック 58,300 タイトル，

データベース26種を提供している。 

過去4年間の図書，学術雑誌の受入数は資料30のとおりであるが，洋雑誌の価格高騰，発行元によ

るプリント版から電子ジャーナル版への移行の影響により，学術雑誌の受入数は全国的に年々減少傾

向にある。 
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12. 共同利用・共同研究拠点 

12-1. 共同利用・共同研究拠点の状況 

非該当 

 

13. 附属施設 

13-1. 附属施設の活動状況 

(1)医学研究院附属動物実験施設及び医歯学総合研究棟実験生物部門 

１）施設管理体制： 

施設長（1名），施設長補佐（1名），専任教員（助教2名，内 1名は獣医師[実験動物医学専

門医の資格有]），技術職員（5名，内訳：獣医師 2名[内 1名は実験動物医学専門医の資格有]，

実験動物一級技術者 2名，理学療法士1名），研究支援推進員（1名），技術補助員（1名），事

務補助員（1名）で管理運営がなされている。これらの人員は，医歯学総合研究棟実験生物部

門の管理運営も兼務している。上記のメンバー数に加え民間からの派遣職員（3名）により，

動物飼養及び管理業務が行われている。構成メンバーにより月1回の定例会を行い，各担当部

門の報告及び問題解決等がなされている。上記体制により，2016-2019 年において，大きな問

題なく管理運営が行われた。 

 

２）部屋及び設備： 

本施設は 1974 年に新築，2014 年 7月には大規模改修が行われた。本施設改修は，2012 年度

概算要求による予算措置で実施され，世界水準の空調・衛生設備を整備し，大型動物（ブタ，

ヒツジ等），中型動物（イヌ，ウサギ等），小型動物（マウス，ラット，モルモット等）に加え，

霊長類（日本サル，マーモセット等）の飼育エリアも新たに設置した。小型動物飼育エリアは

バリアシステムを導入し，SPF動物の飼育のみとした。また，改修後も P2・P3 実験施設を設置

し，ウイルスを含む病原体の研究を可能にした。さらに，大規模な臨床医外科トレーニング研

修会を開催できる大動物用手術室を設置した。改修後は，自助努力により計画的に，世界水準

の飼育・研究環境の整備を進めた。2016-2019 年においては，飼育・教育研究・情報関連の設

備を整備した。部屋及び設備を整備することにより，癌免疫治療や人獣共通感染症等の研究推

進に貢献している。医歯学総合研究棟実験生物部門は，医歯学総合研究棟７～９階に設置され

ており，改修工事期間は本施設の小動物の受け入れ先として大きな役割を果たした。改修工事

後も，本施設と共に医学研究の推進に貢献している。 

 

資料 38:設備整備状況 

 

設備名 整備数 予算措置 2016年度 2017年度 2018年度 2019年度

小動物用個別換気型飼育ラック 34台（全室整備） 施設予算

ウサギ用飼育ラック 27台 施設予算

モルモット用飼育ラック 2台 医学研究院予算（マスタープラン）

オゾン殺菌装置 1台 医学研究院予算（マスタープラン）

小動物用吸入麻酔器 20台（全室整備） 医学研究院予算（マスタープラン）

P2A実験室用安全キャビネット 1台 医学研究院予算（マスタープラン）

大・中動物用生体モニター 7台 医学研究院予算（マスタープラン）

血液ガス分析装置 1台 医学研究院予算（マスタープラン）

情報関連 Web申請システム 入舎申込・利用登録等 施設予算

飼育関連

教育研究関連
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７）基本技術研修： 

初心者に対して基本的な動物実験操作技術指導を無料で提供することで，学内研究者の研究

遂行に貢献した。 

 

資料 41:医系動物実験施設各種技術提供 

 

８）臨床医外科トレーニング研修会： 

本施設改修により最大8匹の大動物の手術を同時に行うことが可能な手術室と手術器材を整

備したため，大規模な臨床医外科トレーニング研修会が，毎年，継続して開催された。 

さらに，2019 年度からは施設スタッフによるブタの麻酔導入サポートを開始した。手術室・

手術器材の整備と麻酔導入をサポートすることにより，臨床医の外科技術の向上に貢献した。 

 

資料 42:臨床医外科トレーニング 年度別開催件数と参加者数 

 

(2)医歯学総合研究棟中央研究部門 

１）管理体制： 

医学部中央研究部は，1970 年 7月に超微構造部門，代謝部門，組織培養部門，放射線生物学

部門の 4部門からなる学内共同利用施設（発足当時の部屋面積は 881 ㎡）として発足した。そ

の後，1974 年の東北研究棟増築や時代の趨勢に対応して組織改革を進めた。2004 年に医歯学総

合研究棟が竣工し，中央研究部の教職員の居室や大型機器類が医歯学総合研究棟に移設され，

医歯学総合研究棟の中央研究部門に改組された。以後，中央研究部門は，医学研究院及び歯学

研究院の教職員から構成される医歯学総合研究棟管理運営委員会により運営されている。 

現在，部門主任（兼任教授1名），副主任（兼任教授1名），分野主任（兼任教授4名），推薦

委員（兼任教授 2名）が運営メンバーとなって中央研究部門を運営している。現場での機器の

管理や指導には，助教1名，技術職員1名，臨床検査技師 1名（2011 年度～）からなる専任教

職員が担当し，医学研究科連携研究センターから派遣の形で助手 1名も配置されている。運営

規模として，2019 年度の医歯学総合研究棟の予算・決算額は 119,968 千円で運営されている。

うち中央研究部門としての面積は，1,252 ㎡，中央研究部門運営経費は，2019 年度決算額とし

て47,333 千円となる。 

 

2016年度 2017年度 2018年度 2019年度

開催件数（件） 2 2 3 3

参加者数（人） 66 61 89 67

2016年度 2017年度 2018年度 2019年度

系統数 13 13 13 13

年間延べ飼育ケージ数 100,862 93,778 121,511 97,705

系統数 1

年間延べ飼育ケージ数 3646

凍結胚・精子保管 42 35 34 36

胚・精子凍結 3 9 6 6

3 6 8 6

1麻酔導入サポート依頼件数

系統維持サービス

発生工学依頼件数

ラット

マウス

基本技術研修依頼件数
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２）部門及び設備： 

近年，研究機器の先端化や高額化が進み，単一講座で研究機器を保有・管理することが難し

くなってきている。また，研究手法の多様化に伴い，研究を完成させるために必要な多種類の

研究機器を大学院生や若手研究者が自由に使える共同利用施設の整備も求められている。これ

らの要請に応えるため，現在，中央研究部門に下記の 4つの分野を設置し，教職員や機器のほ

とんどすべてを医歯学総合研究棟に配置し，管理運営の集約化を図っている。 

 

１．細胞生物学分野：主に生細胞を用いた研究を行う。細胞培養室(クリーンルーム 6 室 198 ㎡，

ES細胞室22㎡)を中心に低温実験用コールドルーム(20㎡)と細胞解析室(120㎡)により構成さ

れる。主な設置機器は，生細胞解析・分取を行うフローサイトメトリー(4 台)を中核として，

タイムラプス研究用蛍光顕微鏡，リアルタイム細胞計測システムや遠心機・高圧滅菌器などの

汎用機器を設置している。 

２．分子生物学分野：遺伝学的研究と生化学的研究を行う。遺伝子蛋白実験室(224 ㎡)を中心に，

遺伝子組換え培養室(35 ㎡)，遺伝子解析室(33 ㎡)，超遠心機室(31 ㎡)から構成される。主な

設置機器は，DNA シークエンサー(4台)，遺伝子増幅PCR装置(3台)，マイクロダイセクション

装置，超遠心機（2台）を中核として，各種定量機器を設置している。 

３．超微細形態学分野：形態学及び免疫組織学的研究を行う。電子顕微鏡室(225 ㎡)を中心に画像

解析室(125 ㎡)で構成される。主な設置機器は電子顕微鏡(4台)を中核として共焦点レーザー顕

微鏡(4 台)，デジタル蛍光顕微鏡(3 台)，画像解析装置(2 台)及び各種試料作成装置を設置し，

附属動物実験施設に多光子励起顕微鏡を設置している。 

４．脳機能解析分野：非侵襲的に脳機能の解析研究を行う。fMRI 研究室（339 ㎡）と MEG 研究室

(79 ㎡)から構成される。設置機器は fMRI(機能的磁気共鳴装置)及び MEG(脳磁図計)からなり，

両機とも電磁的にシールドされた地階に設置されている。 

 

これらの研究機器の整備にあたっては，設備現況調査および年次更新計画表（マスタープラン）

に従って整備され，比較的安価な機器に関しては部門自己資金を充てている。 

具体的には，2016 年度に遠心濃縮機（1,500 千円），2018 年度に大型振とう機（1,700 千円），

2019 年度に凍結切片作成装置（5,000 千円）を更新させている。修理に高額を要する電子顕微鏡

やfMRI などの大型機器に関しては，メーカーと年間保守契約を締結して（電子顕微鏡：1,672 千

円/年，MRI装置：12,960 千円/年）機器を安全・安定運用している。また，これら最新機器の利

用による先端的研究推進のためのサポート体制の充実も図っている。具体的には随時行われる中

央研究部門教員・技術職員による機器取扱講習会や技術指導だけでなく，メーカーによる安全講

習（MRI利用に関しては年1回の受講義務）の実施や若手研究者向け勉強会（イメージブートキャ

ンプ：年１回５日間）の共催，最先端研究機器のデモンストレーション会（随時）などにより高

度な技術支援を行っている。 

 

３）利用者数及び利用分野数： 

中央研究部門は北海道大学グローバルファシリティセンターのオープンプラットフォーム

参画組織として登録され，歯学研究院，遺伝子制御研究所などの近隣部局のみならず，学内他

部局や，学外機関からも広く利用されている。2016 年度から 2019 年度の常時利用者で氏名が

登録されている人数は約400名/年，のべ利用分野数は約 100分野/年でほぼ一定である（資料

43）。 

ただし，利用に際して，利用者全員の登録を義務づけておらず，正確な実利用者数を把握す

ることは難しい。また，中央研究部門は北大オープンキャンパスやホームカミングデーに毎年

参画しており，例年のべ300名以上の高校生や一般社会人の見学者を迎え，広く医学研究につ

いて啓蒙している。 
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（１）は不飽和カルボニル化合物の生体毒性にプロテインキナーゼ
Cと細胞内カルシウムが関与していること、（２）は不飽和カルボ
ニル化合物による生体毒性に組織特異性があることを、それぞれ示
しており本研究の中核的な意味を持つ論文である。（３）はこれら
の研究をもとに、不飽和カルボニル化合物の生体毒性の抑制手法と
その分子メカニズムに関する研究をまとめたものであり、当該研究
は日本薬理学会北部会の若手研究者に対する助成である西宮機能系
基礎医学研究助成基金の助成対象に選ばれ、第66回日本薬理学会北
部会では受賞講演をおこなった。また（３）は毒性学の国際的専門
誌であるChemical Research in Toxicology誌の「N-アセチルシス
テインによる化学物質の無毒化機構」に関する総説に引用されるな
ど、評価されている。

10.1016/j.jbiosc.2017.07.00
3

10.1016/j.jbiosc.2018.04.02
0

10.1016/j.bbrc.2019.01.040

7 48030 薬理学関連

不飽和カルボニル化合物の生体毒性に関
する研究 

本研究は、有機物を燃焼させた際に発生
する煙中に高濃度に含まれる他、工業材
料としても幅広く使われている不飽和カ
ルボニル化合物の生体毒性に関して、こ
れまで殆ど明らかではなかったその分子
メカニズムについて解明を進めているも
のである。これまで、不飽和カルボニル
化合物は細胞内カルシウム依存的に細胞
傷害を惹起すること、血管構成細胞のう
ち血管平滑筋細胞に対する毒性作用が強
いことなどを明らかにした。

Ｓ

(1)の成果は日本神経精神薬理学会において優秀発表賞を受賞し、
その後2019年度の招待講演として依頼を受けており、10月に発表予
定である。本研究テーマでは平成26年度武田科学振興財団医学系研
究奨励を受賞した。さらに(2)の業績は金沢大学との共同研究によ
る成果であり、マイナビニュース（2017年4月12日）および
QLifePro（医療ニュース; 2017年4月14日）等の複数のメディアに
取り上げられ報道された。

 
10.1016/j.neuropharm.2019.1
07703

10.1073/pnas.1614552114

6 48030 薬理学関連

セロトニン神経による情動制御機構の解
明に関する研究

セロトニン作動性神経細胞の起始核であ
る背側および正中縫線核は、大脳皮質や
海馬、扁桃体などの中枢神経系にセロト
ニンを放出し、情動ストレスに対する生
体防御機構の調節に重要な役割を果たし
ている。我々は、これらのどの経路がど
の情動に寄与しているのかを明らかにす
るなど、不安、恐怖、うつ、衝動性など
の情動行動を制御する神経基盤を探索し
ている。

Ｓ

いずれも国際的に評価の高い専門誌に掲載されている。これらに関
連した研究成果はJournal of Neuroscience誌のコメント欄で取り
上げられるとともに、一般向けの国際科学ニュースScienceNewsや
子供向け科学雑誌Newtonでも紹介された。また、その内容について
Gordon会議、藤原セミナー、国際大脳基底核学会、台湾臨床神経生
理学会、Janelia Conferenceなどの国際会議で招待講演を行ってい
る。さらに、一連の研究成果をもとに新学術領域研究「こころの時
間学」と後継領域の「時間生成学」の立ち上げに計画班員・総括班
員（企画実行委員長）として参画し、これらの大型研究費の獲得に
成功している。

10.7554/eLife.35676

10.1038/s42003-019-0345-2

10.7554/eLife.48702

5 46030
神経機能学

関連

計時と予測の神経機構に関する研究

数百ミリ秒から数秒の時間情報処理に
は、大脳基底核や小脳などの皮質下構造
が関与する。一連の研究では、計時課題
を行っているサルの線条体と小脳核の神
経活動の違いを明らかにし、試行ごとの
行動のばらつきを規定する信号と、測定
しようとする時間長に応じた計時の構え
に関する信号があることを示した。ま
た、周期的なイベントへの引き込み現象
についても行動実験や神経生理学・薬理
学実験を行い、そのメカニズムを明らか
にした。

Ｓ

(1)は本研究の基盤となる研究成果であり、(2)は(1)の内容を中心
に最近の動向をまとめた総説である。当該研究はこれまで未知で
あったインフルエンザウイルス感染の鍵となる受容体タンパク質を
初めて同定した点で評価が高く、平成31年度北海道大学大学院医学
研究院優秀論文賞、第37回北海道医学会研究奨励賞等を受賞した。
また、本業績に関連して第40回日本分子生物学会年会では「細胞内
シグナル伝達の可視化と光による操作」の演題で、第36回日本骨代
謝学会集会では「細胞内シグナル伝達とエンドサイトーシスの光に
よる可視化と制御」の演題で招待講演を行った。本業績は、日刊工
業新聞およびアメリカ科学振興協会が提供するEurekAlert!やAsia 
Research News誌をはじめとする複数のメディアに取り上げられ、
国内外において社会的反響を呼んだ。

10.1016/j.chom.2018.04.015

10.1016/j.job.2016.07.002

4 48020 生理学関連

エンドサイトーシスと外来因子取り込み
メカニズムの研究

本研究は、細胞の基本的機能であるエン
ドサイトーシス（物質の取り込み）の研
究の過程で、インフルエンザウイルスの
宿主細胞への取り込み研究に発展したも
のである。これまで未知であった、イン
フルエンザ感染に鍵となる受容体タンパ
ク質が電位依存性カルシウムチャネルで
あることを初めて明らかにし、将来的な
ウイルス感染対策の基盤となる知見を得
ることができた。

SS

グルタミン酸やGABAによる速い情報伝達は、シナプス間隙を挟んで
シナプス前部とシナプス後部が向き合って行われ、配線伝達とも呼
ばれる。したがって、配線伝達はシナプス前部における放出機構と
シナプス後部の受容体発現調節が鍵を握る。。業績（１）では、黒
質から線条体へのドーパミン投射が非シナプス性の接触部を標的と
なる中型有棘細胞に形成し、ここ起点とする係留伝達を行っている
ことを明らかにした。業績（２）では、海馬におけるAMPA型グルタ
ミン酸受容体が、3種の補助サブユニットTARPにより異なる発現調
節を受けていることを初めて明らかにした。一方、これらの配線伝
達は、モノアミンやアセチルコリンなどの神経調節物質によるボ
リューム伝達により調節されると考えられてきた。業績（３）で
は、青斑核から海馬へのノルアドレナリン投射が、ありふれた日常
の出来事に対する記憶を固定化する役割を持つことを英国と米国と
の国際共同研究により明らかにした。

10.1073/pnas.1514074113

10.1523/JNEUROSCI.4178-
15.2016

10.1038/nature19325

3 48010 解剖学関連

神経伝達と神経調節の分子解剖学的基盤

この研究では、神経伝達物質と受容体の
発現様式を分子解剖学的手法により追求
し、AMPA型グルタミン酸受容体補助サブ
ユニットTARPによる配線伝達、青斑核か
ら海馬へのドーパミン投射が記憶の強化
に関わるボリューム伝達の生理機能を明
らかにした。さらに、渓流伝達という第
３の新たな神経情報伝達の概念提唱に
至った。

SS

グルタミン酸によるシナプス回路発達の分子機構をモデルマウスの
分子神経解剖学的手法により追求した。代謝型グルタミン酸受容体
mGluR1は、発達期の小脳プルキンエ細胞において登上線維のシナプ
ス刈込みを駆動することが知られていたが、業績（１）では、
mGluR1は勝者となった登上線維が支配する樹状突起領域において平
行線維シナプスの刈込みを行い、その結果登上線維と平行線維の支
配テリトリーを分離することを明らかにした。業績（２）では、プ
ルキンエ細胞シナプスを取囲むグリア細胞に発現するグルタミン酸
輸送体GLASTは、その細胞外グルタミン酸濃度を低く保つ機能によ
り優勢な登上線維支配を強化し、劣勢な登上線維や平行線維シナプ
スを排除することで、成熟神経回路の維持に関わることを明らかに
した。業績（３）では、平行線維シナプスの接着に関わるGluD2は
このシナプスの形成と維持だけでなく、損傷後のシナプス再生にも
関わることを明らかにした。

10.1073/pnas.1511513113

10.1073/pnas.1617330114

10.1523/JNEUROSCI.0161-
16.2016

10.1158/0008-5472.CAN-18-
1495

10.1158/0008-5472.CAN-17-
2774

10.1016/j.tibs.2017.01.002

2 48010 解剖学関連

グルタミン酸シグナル伝達によるシナプ
ス回路発達の分子細胞機構

この研究では、グルタミン酸受容体やグ
ルタミン酸輸送体が協同して活動依存的
なシナプス回路の発達機構として機能し
ていることを、遺伝子改変マウスの精緻
な形態生物学的研究により明らかにし
た。 また、これらの活動依存的制御機
構に加え、GluD2によるシナプス接着機
構がシナプス回路の発達と再生に寄与し
ていることも突き止めた。

SS
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１．学部・研究科等の目的に沿った研究業績の選定の判断基準【400字以内】

共
同
利
用
等

代表的な研究成果・成果物
【最大３つまで】

掲載論文のDOI
（付与されている場合）
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TRIMファミリーユビキチンリガーゼの機能解
明

タンパク質のユビキチン化は、タンパク質の安
定性や機能の活性化に重要であることが知ら
れている。本研究は、ヒトにおいて約７０種ほ
ど存在するユビキチンリガーゼファミリーであ
るTRIMタンパク質の機能の解析を進めたもの
であり、このファミリーの遺伝子はがんや免疫
疾患の発症機序に対して重要な役割を果た
すことを示した。

SS

（１）の英文原著論文は、米国癌研究協会が発行する査読付き科学
雑誌Cancer Research（2018年IF:8.378）に発表され、皮膚がんお
よび頭頸部がんにおけるTRIM29の機能を明らかにした。この研究内
容に関して、「北海道新聞」と「北海道医療新聞」で報道され、さ
らに北海道大学のホームページにおいてプレスリリースされた。
（２）の英文原著論文は、米国癌研究協会が発行する査読付き科学
雑誌Cancer Research（2018年IF:8.378）に発表され、脳腫瘍にお
けるTRIM59の機能を明らかにした。（３）の総説論文は、Cell 
pressの総説雑誌であるTrends in Biochemical Sciences（2018年
IF:16.889）に発表され、オートファジー、免疫、がん化における
TRIMタンパク質の役割について解説した。この総説論文は、Trends 
in Biochemical Sciencesの編集長から、本領域に関する総説の執
筆の依頼を受けたものであり、筆者が本領域の代表的研究者である
ことがわかる。 この総説論文は2019年5月/6月時点で、フィールド
および出版年に対する高被引用文献のしきい値に基づいて Biology 
& Biochemistry のアカデミックフィールドの上位 1 % にランクさ
れている。被引用回数としては125回（Web of Science）引用され
ている。

医学部・医学研究院においては，研究目標として「基幹総合大学として国際レベルの研究を推進し，知のフロンティアを切り拓き人類の福祉に貢献する」ことを掲げている。さらに，この目標を達成するための具体の行動目標として，「独創的，先駆的基礎研究の発展への寄与」，「社会に役立つ実学とし
て臨床医学，社会医学の推進」，「基礎から臨床までの橋渡し研究の遂行」，「総合大学としての特色を生かし，学内外との連携による世界レベルの研究推進」を設定している。これらを踏まえ，目標を達成すべく，「インパクトファクターが高い雑誌に掲載された論文に関する研究や，数々の招待講演を
行っている研究テーマ，国内外の主要な賞を授与された研究など，関係者の期待を十分に満たしており，さらに今後，臨床の場や製品，医療技術などの面においてさらなる進展が望まれるもの」という判断基準で研究業績を選定している。
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【学術的意義】
（１），（２）ともに法医学領域で高い評価を得ている専門誌に掲
載された論文である。肺重量を推定する方法は古くから世界各国の
研究者によって挑戦されてきた課題であったが、解剖前には判定で
きない（体表の指標と相関しない）、という結論しか得られていな
かった。しかし、死後ＣＴを用いることで、解剖なしで肺臓重量を
高い相関で推定できることがこれらの論文で実証され、死後画像を
応用することの有用性を明らかにした。副次的な発見として、正常
肺臓重量はいままで報告されておらず（従来の解剖による肺重量は
肺水腫の程度をあらかじめ評価していないため肺水腫を含んだ計測
であった）、「正常肺の重量」という欠落していた知見についても
明らかにした。

【社会、経済、文化的意義】
論文発表後、各国の研究者から肺重量の推定方法についての照会が
届いており、肺重量の推定方法についてその知見と手法を習得する
ため直接訪問する海外研究者もおり、その有用性は高く評価されて
いる。

10.1016/j.legalmed.2017.10.
014

10.1016/j.legalmed.2018.09.
007
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死後ＣＴを用いた推定に関する後方視的
研究

正常含気肺並びに種々の死因に伴ううっ
血水腫肺で、高い相関をもって肺重量想
定が可能であることを証明した。

SS SS

日本人の食の特徴を捉えるとともに健康との関連を検討するため、
複数のデータを用いて研究を実施した。(1)は国民健康栄養調査
データを入手し、食事の特徴と健康状態（糖尿病状態)との関連を
検討したものである。(2)は64/65歳時の食パターンと死亡との関連
を見たもので、好ましい食の特徴を明らかにしたのみならず、死亡
に対しては他の喫煙や飲酒等の影響に比べ食の影響が大きくないこ
とを報告した。(3)では大規模コホート研究データを用いて、日本
的な食品を摂取しているとその後の死亡リスクが低下することを明
らかにした研究である。 
これらの研究は農林水産省の研究費により補完研究として実施さ
れ、他施設で行われた研究結果と合わせ、日本人の長寿の要因の一
つに日本的な食事の仕方があることが示された。

10.1017/S1368980019000120

10.1016/j.clnu.2018.01.018

10.1017/S000711451800154X
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を含まない

日本の食と健康との関連に関する研究

日本人の長寿の一因は食事にあると考え
られている。そこで、コホート研究や国
が実施した調査データを用いて、日本人
の現在の食習慣を把握したうえで、健康
との関連を検討している。また、日本食
らしさを4つの軸（揃った食事、調理
法、多様性、調味料）ならびに摂取食物
からとらえることを提案した。

Ｓ

(1)から（3）はすべて多施設共同で実施しているコホート研究JACC 
Studyによるものである。（1）は卵巣がん、（2）は肺塞栓症、
（3）は循環器疾患を取り扱ったもので、いずれも専門誌に結果が
掲載された。

10.1007/s10552-018-1001-8

10.1161/CIRCULATIONAHA.116.02
3671

10.1016/j.ypmed.2016.06.008
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座位行動、身体活動と健康との関連

日本人健常者を対象とするコホート研究
により、身体活動とがんや循環器系疾患
との関連を検討した。さらに座位行動は
身体活動とは独立していくつかの疾患の
死亡に関連することを見出した。日本で
は現在、身体活動を増やす方向で推奨量
が示されているが、今後、低活動強度で
あっても活動を増やし、不活発（座位）
を減らす方向での指針策定を進めるため
の根拠となりうる研究である。

Ｓ

【学術的意義】
論文（１）NLRC5/MHC class I transactivator の発現低下や機能
欠損が癌の免疫逃避の主要メカニズムである事を発見した論文。論
文（２）NLRC5/MHC class I transactivatorの癌免疫における機能
と癌の免疫逃避機構について論じたレビュー 知財（３）
NLRC5/MHC class I transactivatorの発現や状態を調べることによ
り癌治療時のバイオマーカーとして使用でき、治療に役立つ事を特
許申請（出願日2017年5月3日）した。

【社会、経済、文化的意義】
これらの業績は大きなインパクトを関連分野に与えた。例えば、複
数の国際雑誌からレビューを書くよう依頼された(例 （2））。ま
た、多くの国際論文に引用された他、テレビ(KBTX 等アメリカCBS 
ネットワークチャンネルにて）、雑誌などのメディア(EurekAlert 
by AAAS 等)でも取り上げられた。

10.1073/pnas.1602069113

10.1016/j.trecan.2016.12.00
3
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MHC class I co-activator, NLCR5の研
究

MHC class Iの転写制御は、研究グルー
プがMHC class I transactivator 
(CITA), NLRC5を発見するまで多くが不
明であった。これは免疫学において大き
な進歩である。さらに、研究グループは
癌ではNLRC5の発現、活性低下のため、
MHC class Iの発現の欠損が生じ、免疫
逃避が可能になることを見出した
（1）。これは新たなバイオマーカーと
癌治療戦略が可能になることを示唆す
る。

SS SS

【学術的意義】
本研究は、文科省が掲げる我が国最大の研究支援プロジェクト

「世界トップレベル研究拠点プログラム World Premier 
International Research Center Initiative: WPI）に採択された
北海道大学化学反応創成研究拠点（Institute for Chemical 
Reaction Design and Discovery：ICReDD）のメイン研究として遂
行しているものであり、未だ不明な点が多い癌幹細胞の性質や動態
をハイドロゲルというバイオマテリアルを用いて解明しようとする
点で独創的且つ新規性が高く、学術的に意義深い。

【社会、経済、文化的意義】
現在の癌治療では放射線療法や化学療法、分子標的治療後の耐性獲
得が問題視されており、この主な原因は癌幹細胞の存在と考えられ
ている。本研究成果により、各癌患者の癌幹細胞を標的とした最適
な治療薬を選定・適応することが可能となり、社会的、医療経済的
にも意義が大きい。本研究成果は、国内およびPCT出願済みである
（2017-028833。PCT／JP2018／005884。癌幹細胞の製造方法）。

10.1002/jbm.a.35615

10.1002/adfm.201801489

10.1021/acs.macromol.9b0139
9
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ハイドロゲルを用いた癌幹細胞の誘導と
治療応用

本研究は、北海道大学オリジナル開発の
ハイドロゲルを用いて、癌幹細胞を効率
的に誘導し、癌幹細胞を治療標的とする
新規治療法を開発するものである。我々
はある種のハイドロゲル上で癌細胞を培
養すると、24時間以内に癌幹細胞が効率
的に誘導されることを見出した。本癌幹
細胞に対してドラッグスクリーニングを
行い、各患者の癌幹細胞に最適な薬剤を
同定・適用すべく検討を行っている。

SS SS

【学術的意義】
本邦の医療経済学的分析は欧米諸国に比べて活発に行われていると
は言い難い。しかし、近年は想定される治療効果をもとにその治療
の経済学的価値を見出す手法が確立されている。脳神経外科領域で
は、脳血管内治療や再生医療など新規の治療が多く、経済学的効果
が不明である。これらの新規治療の医療経済学的効果を明らかにす
ることによって、その効果がもたらす経済的効果を推測することが
できる。

【社会、経済、文化的意義】
北海道は広大な面積を有し、都道府県の中で国が求めている医療の
均てん化が最も困難な地域の一つと考えられる。特に脳卒中におい
ては、発症から治療介入までの時間が早ければ早いほど、患者の予
後が良好となる割合が高くなる。そのためいかに早急に治療ができ
る医療施設まで患者を運ぶということが重要になってくる。
地理的に効率的な治療施設の配置をシミュレーションすることに
よって、医療スタッフなどを効率的に配置することが可能となって
くる。また、限られた予算の中で医療提供体制を構築しなければな
らず、医療経済的な分析は必須である。
我々の行ってきた研究が行政からも注目されており、北海道保健福
祉部健康安全局地域保健課と意見交換会を定期的に開催している。
将来的には行政の要望を踏まえたより施策に反映できるような研究
に発展する可能性が高い。

10.1016/j.jstrokecerebrovas
dis.2019.05.020

10.1016/j.jstrokecerebrovas
dis.2017.08.013

10.1136/neurintsurg-2018-
014296
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北海道における脳卒中治療施設の適正配
置についての研究

脳卒中、心臓病その他の循環器病に係る
対策に関する基本法が施行された。今後
各都道府県は基本法に基づき、医療体制
の整備をおこなっていかなければならな
い。
本研究では北海道における現時点での脳
卒中医療の提供体制を医療経済学的な観
点から評価し、さらに地理的シュミレー
ションを行うことにより、効率的な治療
施設の配置について検討した

Ｓ Ｓ

これまでに本研究テーマについて査読付きの学術論文誌に成果を発
表してきた。1. 患者における高い抗体陽性率を報告した。 2. 患
者抗体の血清学的解析からタイランド型ハンタウイルス類似ウイル
スの感染を示した(論文１）。3.CKDu流行地・非流行地および患
者・健常者の比較から、抗ハンタウイルス抗体陽性と腎臓疾患との
関連を疫学的に示した(論文３）。4. 流行地のラット類が高率に抗
体陽性でありウイルスの供給源として疑われた(論文２）。 流行
地のげっ歯類から新規ハンタウイルスをすでに発見し、遺伝子情報
を得た。これを用いた新規診断法および進化系統的解析について学
術論文を作成中である。これらの解析はCKDuの原因の解明とともに
公衆衛生対策にも非常に有用であり、学術的意義とともに社会、経
済への貢献は非常に高いと考えられる。

10.1007/s00705-018-4053-x

10.1089/vbz.2018.2429

10.3390/v11080700
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スリランカに急増する原因不明慢性腎臓
病の原因究明

慢性腎臓病(CKD)は先進国では糖尿病・
高血圧・生活習慣病を背景として発症す
る。一方でスリランカでは若年層の労働
年齢の男性に背景となる疾病なしに発症
する重篤なCKDが1990年代から急増し大
きな社会問題となっている。当研究室で
は原因不明慢性腎臓病(CKDu)患者の約半
数が抗ハンタウイルス抗体を保有してお
り、CKDuの発症との関連を想定し研究を
進めている。

Ｓ
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【学術的意義】
心臓サルコイドーシスの発症機序においてアクネ菌に対する過剰免
疫応答が関与している可能性を明らかにした。また、過剰免疫応答
に伴い、リンパ管の増生が生じること、リンパ管増生の検出が病理
学的診断精度の向上に寄与する可能性を明らかにした。本研究成果
は、2018年11月に開催された第38回日本サルコイドーシス/肉芽腫
学会学術総会において、YIA最優秀賞（小梁川和宏）、奨励賞（表
和徳）の受賞につながった。また、安斉俊久は、心臓サルコイドー
シスの診療ガイドライン英訳版（Circ J 2019; 83: 11: 2329-
2388）において第3著者となった。

【社会、経済、文化的意義】
アクネ菌に関する研究は、難病である心臓サルコイドーシスに対す
る新規治療法の開発につながるものであり、リンパ管増生に関する
研究は、心筋生検において検出率の低い非乾酪性肉下腫に代わる病
理学的診断のマーカーとして今後、世界で広く用いられる可能性が
ある。サルコイドーシスに対する診断試薬や治療薬の開発などで産
業分野の発展にも寄与する内容と考えられる。

10.1371/journal.pone.0179980 

10.1161/JAHA.118.010967   

10.1007/s12350-019-01692-1   
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心サルコイドーシスの病態に関する研究

心サルコイドーシスは原因不明の炎症性
疾患で、未診断心筋症患者の中に潜在す
ることが多い。非乾酪性肉芽腫の検出率
も25%ほどと低いことから、その診断は
しばしば困難である。本研究は、臨床的
に心サルコイドーシスと診断された症例
における病理学的特徴を明らかにし、診
断精度向上をもたらすとともに病態解明
に貢献した。

SS Ｓ

(1)の論文の結果は、日本肝臓病学会のC型肝炎治療ガイドライン
に採用され、DAAｓが透析例についても安全・高い効果で使用可能
である事が銘記される対象論文となった。また、アジア太平洋肝臓
学会の「APASL consensus statements and recommendation on 
treatment of hepatitis C」にも同様に採用された。加えて、同論
文はJournal of GastroenterologyのHigh citation award を受賞
した。(2)(3)新規のdirect acting antivirals についても本邦で
初めて、透析患者に対するその有効性、安全性を報告した。

10.1007/s00535-016-1162-8

10.1007/s00535-018-1495-6

10.1007/s00535-019-01556-y
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C型肝炎合併透析患者に対するIFN-free 
direct acting antivirals治療の効果・
安全性に関する研究

 本研究は，開発治験にて多くが除外さ
れていたC型肝炎合併透析症例に対する
DAAｓ（直接作用型抗ウイルス薬群）の
安全性、効果を世界に先駆けて報告した
ものである。この一連の研究により、イ
ンターフェロン時代では難治例であった
透析例に対しても安全に高い効果が得ら
れる事が明らかになった。

SS

(1)は，これまで報告した臨床論文を含めて膠原病患者に発症する
肺高血圧症に関してレビューをした論文である。この論文は
European Journal of Clinical Investigation Top Downloaded 
Article 2017-2018となったものである。(2)は抗リン脂質抗体症候
群の病態を解明した論文であり，Journal of Thrombosis amd 
Haemostasisの注目論文として書評を受けてた (Commentary by Yin 
D, de Laat B. Journal of Thrombosis and Haemostasis. 
2019Jul;17(7):1030-1032)。(3)は関節リウマチの病態、特に自己
免疫形成における新たな知見である。北海道大学医学院優秀論文賞
を受賞した。

10.1111/eci.12876

10.1111/jth.14427

10.1080/15548627.2019.16641
44
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膠原病の病態解明に関する研究 膠原病
の病態を解明することをテーマとして、
３つの研究を行なっている。1つ目は膠
原病患者における肺高血圧症の診断、治
療に関する臨床研究である。2つ目は、
抗リン脂質抗体症候群の抗体産生に関わ
る病態解明である。3つ目は関節リウマ
チ(RA)患者の滑膜線維芽細胞（FLS)は高
いオートファジー活性を持つことから、
オートファジーによるシトルリン化に注
目し検証した。

Ｓ

研究成果（1）については、高脂肪食負荷そのものが膵β細胞を増
殖させることが明らかとなり、脂肪の比率や成分の違いによる検討
を行うことで、食事療法などの栄養学的観点から「膵β細胞量を増
やす治療」にアプローチできると考えられ、欧州糖尿病学会におい
て口演発表に選出されるなど、国際的に評価されている。研究成果
（2）（3）については、外的刺激による膵β細胞内のグルコースシ
グナルの過剰な活性化を抑制（適正化）することにより、「ブドウ
糖毒性」による膵β細胞不全を抑制し、進行性の膵β細胞量の低下
を予防するという概念であり、この新たな概念の提唱は、従来とは
全く逆の発想による2型糖尿病治療へのアプローチであり、極めて
創造性、新規性が高い。現在、その概念の根拠となるメカニズムが
明らかになりつつあり、特許申請に向けて研究が進行中である。

10.1016/j.metabol.2018.03.0
10

10.1038/s41598-018-25126-z

 
10.1016/j.metabol.2019.06.0
06
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2型糖尿病病態における膵β細胞量増加
への治療戦略

膵β細胞量を増やす治療」に向けて、高
脂肪食誘導性膵β細胞増殖メカニズムの
解明を検討したところ、短期高脂肪食負
荷と長期高脂肪食負荷では膵β細胞増殖
メカニズムが異なることを明らかにし
た。また「膵β細胞量を減らさない治
療」に向けて、過剰な膵β細胞内グル
コースシグナルを抑制することが膵β細
胞量を保持することを明らかにした。

Ｓ

論文(1)は呼吸器系でIF最高値のジャーナル (Am J Resp Crit Care 
Med、IF=16.494) に掲載された後に多数の論文に引用され（被引用
回数 32回、Web of science）、日本呼吸器学会による本邦のガイ
ドラインにも引用された。北海道COPDコホート研究は10年間にわた
る観察期間を有し、世界的にみても最も質の高いCOPDのコホート研
究として知られており、その一連の論文業績等(多数あり)の評価は
高く、西村正治名誉教授は平成30年度北海道科学技術賞を受賞し
た。また、鈴木雅助教は平成31年の日本呼吸器学会学術講演会にお
いて一連の業績についての教育講演を招請され行った。北海道難治
性喘息コホート研究も6年間の観察期間を終了して複数の論文を発
表しており、今野哲教授は国際組織の難治性喘息タスクフォースメ
ンバーに日本人として唯一選ばれている。以上は一連の研究業績に
対する国内外の高い評価を反映している。

10.1164/rccm.201602-0353OC

10.1513/AnnalsATS.201701-
065OC

10.1111/cea.13170
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慢性気道疾患（COPD、気管支喘息）の病
型分類と自然歴を明らかとして個別化治
療を目指す研究

高齢化社会において慢性気道疾患である
COPDと気管支喘息は重要な肺疾患であ
り、特に難治化病態を有する患者は臨床
上大きな問題となっている。本研究は前
向き観察研究である北海道COPDコホート
研究および北海道難治性喘息コホート研
究をまとめたものである。患者の様々な
病型に基づく自然歴、増悪の実態等を明
らかにした。

SS
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(1)はこれまで解明されていない頭頚部領域の頭部のリンパ流を解
明したものである。(2)はリンパ節移植がリンパ系を再構築し循環
系として機能することを証明したものである。(3)は本研究の中核
をなす論文といえ、リンパ節移植が免疫的にも機能していることを
証明し、リンパ系の再構築が予後の改善につながる可能性について
世界で初めて報告した内容である。リンパ流の解明は形成外科のみ
ならず様々な分野での分析が進む。しかし、損傷されたリンパ流を
回復させることの重要性については言及が少なく、今後様々な領域
においてリンパ系再構築の研究が加速する可能性があり、その礎と
なる研究であると言える。国内の学会においても高い評価を得てお
り、再生医療という形成外科学において重要な研究内容にさらにリ
ンパ系の視点を加えた意義は大きい。本方法が今後臨床での発展も
十分に期待されると言える。
(客観的指標としてのIF値：(1)7.360、(2)1.903、(3)4.982)

10.1007/s10147-017-1121-2

10.1089/lrb.2016.0070

10.1002/ijc.31414
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形成外科学

関連

外科的リンパ系再構築法を目指したリ
ンパ流およびリンパ節局所免疫能に関す
る研究

近年，リンパ組織の破綻に対する外科
的治療法の開発がすすみ，リンパ浮腫に
対するリンパ節移植の有用性が,報告さ
れている。本研究は、リンパ節郭清後の
リンパ系再構築法を目指し，生体でのリ
ンパ流のパターンについて分析し、さら
に動物モデルでリンパ節移植による，循
環系および免疫系の回復について明らか
にしたものである。

Ｓ

(1)はLancetの姉妹誌で橋渡し研究を扱う国際学術誌EBioMedicine
に掲載された。本研究を基にした椎間板ヘルニア手術患者に対する
世界初の医師主導治験を、日本医療研究開発機構(AMED)(革新的医
療技術創出拠点プロジェクト、橋渡し研究戦略的推進プログラム
シーズC)による支援を受け、2018年11月より開始している。(2)は
人工関節にゆるみに関して摩耗粒子に対するマクロファージ応答に
関する遺伝子的解析を行い、バイオマテリアルの論文中3位にラン
キングされているActa Biomaterialiaに掲載され、（3）は整形外
科領域論文中1位のAmerical journal of sports medicineに掲載さ
れた。

10.1016/j.ebiom.2018.10.055

10.1016/j.actbio.2017.11.00
1

10.1177/0363546518817527

24 56020
整形外科学

関連

運動器変性疾患の病因解明および予防的
治療法の開発

関節軟骨・椎間板変性は整形外科領域に
おける代表的な難治性疾患であり、治療
法開発には大きな需要がある。生体吸収
性高純度硬化性アルギン酸ゲルを用いた
治療法を開発し、従来法では治療困難な
広範囲関節軟骨欠損に対する治療応用方
法を中型動物実験で証明した。また椎間
板変性に対しアルギン酸ゲルの無細胞移
植で椎間板の自然修復が起こることを中
大型動物実験で論証した。

Ｓ

現在、わが国において基礎・臨床の両方において、パーキンソン病
に関する研究を施行しているのは、北海道大学大学院医学研究院腎
泌尿器外科学教室のみである。そのため国際学会での評価も高く、
抗パーキンソン病薬の排尿機能についてコンサルトが製薬会社より
来ている。現在は製薬会社との共同研究をスタートしている。さら
に、米国ピッツバーグ大学泌尿器科との共同研究も行っており、排
尿生理学については、フロントランナーである。実際に、令和元年
度は、排尿機能に関する最大の国際会議であるInternational 
Continence Societyにおいては、5演題の発表を行った。また、大
内は、これらの業績から、第4回日本基礎理学療法学会夏の学校
Most impression賞(2019年8月)、第56回北大泌尿器科医局研究発表
会同門会賞(基礎部門)(2018年12月)第14回音羽博次奨学基金助成
(2018年9月)を受賞，受給するなど客観的評価も高い。これらの発
表内容のうち論文(1),(2)は大内が1stAuthorとして執筆し、橘田が
corresponding authorとして、acceptされている。論文(3)につい
てはデータ検討及び、執筆に参画している。

10.1002/nau.23586

10.1002/nau.23989

10.1097/WNF.000000000000028
1

23 56030
泌尿器科学

関連

排尿生理における尿失禁のメカニズム解
明に関する検討

患者のQOLを著しく低下させる尿失禁と
排尿障害に関する検討を行った。基礎実
験として、世界で初めてセロトニンの5-
HT2cが、尿道の動的な閉塞に関与してい
ることを示した。さらに、切迫性尿失禁
に加えて腹圧性尿失禁も来すパーキンソ
ン病患者の尿道のメカニズムを基礎的に
解明した。また、実臨床およびパーキン
ソン病患者における排尿機能を解明する
ために、神経内科との共同研究によっ
て、抗パーキンソン病薬（ノウリアスト

🄬）による排尿機能変化の観察研究を報

告した。

Ｓ

【学術的意義】
本研究は，難治性癌の代表である膵臓癌に関し，消化器外科Ⅱで開
発し従来より適応と長期成績が課題となっていた、腹腔動脈合併切
除を伴う膵体尾部切除術（DP-CAR)の手術成績と長期成績につい
て，世界最高数の症例数を用いて明らかにしたものである。本研究
成果は、従来非切除としていた進行膵臓癌に対する治療法を切り拓
いたという点で画期的で，これにより本術式の適応が明らかとなっ
た。本術式の結果は腫瘍外科分野では世界最高峰の学術雑誌（Ann 
Surg Oncology)に掲載され、また同術式に対する有用性を検討する
日本全国研究も当科主導で行われるなど、膵臓外科の分野に新しい
展開をもたらした。

【社会、経済文化的意義】
本邦の膵癌死亡者数は増加の一途をたどり、今後癌の死因の第一位
になることが予想される。本研究成果は、膵癌手術における安全性
と根治性を担保するために重要であり、今後国民が健康で文化的な
生活送るために広く寄与することが予想される。

10.1245/s10434-016-5493-8

22 55020
消化器外科

学関連

進行膵体部癌に対する手術手技に関する
研究

従来、切除不能とされてきた腹腔動脈に
浸潤を来す局所進行膵体部癌に対し腹腔
動脈合併切除を伴う膵体尾部切除（DP-
CAR） を積極的に行い癌遺残のない切除
を施行してきた。今回80例のDP-CAR症例
を検討し、５年予測生存率が32.7%と高
値を得ることを明らかにした。DP-CARは
局所進行膵体部癌の治療として有効な術
式であることが示された。

Ｓ Ｓ

(1)に関しては、新規開発した低酸素イメージング剤であり、様々
な関連の国際学会にて発表した。特に2017年の北米核医学会ではそ
の内容が認められ、International Best Abstruct Award for 
Japanを受賞し高い評価を受けた。
(2)に関しては、低酸素イメージング剤が脳腫瘍の分子標的薬治療
の早期治療効果判定に有用である事を示した初めての論文であり、
国際的に高い評価を得ている。
(3）に関しては、Deep learningを用い患者の誤同定を防ぐ事がで
きる事を示した論文である。この研究を国内・国際学会にて発表し
た。特に2018年の北米核医学会で発表した時には医療画像に特化し
たニュースサイトであるAuntminnieに取り上げられる等高い評価を
得ている。

10.1186/s13550-019-0525-6

10.1371/journal.pone.016791
7. eCollection 2016

10.1038/s41598-019-43656-y
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放射線科学

関連

PETを主体とした最先端分子イメージン
グ法の開発と先進医療への応用

分子プローブ・合成装置・撮像・画像再
構成法・画像解析の開発による最先端
PETイメージング法を開発する。新しい
分子イメージング法の開発により生体で
の病態評価・治療効果予測、早期の治療
効果判定を行う。また、先進医療制度な
どを活用し、早期薬事承認取得を目指
す。

Ｓ

(1)は大型非小細胞肺癌への体幹部定位放射線治療での耐容線量を
決定した全国多施設共同Phase I臨床試験の論文であり、放射線治
療分野ではIF順位が2位であるIF5.119の学術雑誌に掲載された。
(2)は、多施設臨床試験で脳転移の手術後の全脳照射と定位照射ま
たは経過観察のランダム化比較試験の論文（IF26.303）で、本論文
等により脳転移術後治療のガイドラインが変更され、日常臨床に大
きな影響を与えた。(3)は、病理組織学的診断はついていないが臨
床的には肺癌と診断された症例に対する体幹部定位放射線治療成績
を前向き観察研究で検討したもので、IF4.443の雑誌に掲載され
た。病理組織学的診断がつかずに体幹部定位放射線治療が行われる
症例が世界的に増えており、そのような症例だけを検討した本報告
は、今後報告される治療成績を評価する際に考慮される可能性が高
いと思われる。

10.1016/j.radonc.2016.11.02
2

10.1200/JCO.2018.78.6186

10.1016/j.lungcan.2018.05.0
25
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関連

動体追跡放射線治療医学の研究

体内で呼吸などで動く肺癌・肝癌などに
ついて、生理学的・臨床腫瘍学的な視点
から、理工学的な手法と生物統計学的な
手法を用いて分析し、リアルタイム動体
追跡技術の活用による動体追跡スポット
スキャン陽子線治療装置を開発した。ま
た、陽子線治療に関する単施設・多施設
臨床研究を計画し実施した。X線治療に
おいては、さまざまな悪性腫瘍に対する
高精度放射線治療についての臨床研究を
行った。

Ｓ
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【学術的意義】
国際的に評価の高い専門誌に掲載されており、掲載された雑誌
（1）の2018年におけるIFは9.924、雑誌（2）の2018年におけるIF
は2.880である。OAS1の変異が先天性肺胞蛋白症を呈する新しい種
類の原発性免疫不全症であることを証明したことは学術的な意義が
大きい。また、新生児期発症の遺伝性間質性肺疾患の責任遺伝子は
多岐にわたるが、日本における遺伝性間質性肺疾患の責任遺伝子の
分布が欧米と大きく異なることを示したことは学術的な意味があ
り、同様の報告は他にない。

【社会、経済、文化的意義】
本研究の成果を反映して、肺胞蛋白症（先天性を含む）が特定疾患
に選択されたことは、肺胞蛋白症患者にとって非常に大きな意義が
ある。また、本研究を元に我々が作成した遺伝性間質性肺疾患診断
用の遺伝子パネルが、令和2年度の診療報酬改定において新たな遺
伝子検査として保険収載されることが決定したことは、遺伝性間質
性肺疾患の患者家族にとって意義が大きい。

10.1016/j.ajhg.2018.01.019

10.1038/pr.2017.217
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よび小児成
育学関連

肺胞蛋白症の原因解明に関する研究

肺胞蛋白症は、肺胞腔内に肺サーファク
タント由来物質の異常貯留を来す疾患で
ある。本論文では、低ガンマグロブリン
血症を伴う乳児期発症の肺胞蛋白症が
OAS1の異常により発症することを本邦３
家系の解析により世界で初めて報告し
た。1例では造血幹細胞移植が成功し、
肺胞マクロファージにおける肺サーファ
クタントの代謝障害が原因であることが
示唆された。

Ｓ Ｓ

（1)の論文の成果は、ScienceDaily, Medical Xpress, 
ScienceNewsline、北海道医療新聞など科学系メディアからの報道
がなされた。また、この論文によって筆頭著者はロレアル-ユネス
コ女性科学者日本奨励賞を受賞した。

10.7554/eLife.26635
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連

表皮幹細胞維持機構と関連疾患の病態解
析

表皮は体表の表面に位置する重層扁平上
皮であり、全身のバリアを担っている。
表皮は最下層にある基底細胞が幹細胞と
して増殖・分化して3次元構造を保って
いる。本研究では、幹細胞維持に資する
ニッチである基底膜領域蛋白の役割とそ
の破綻による病態解析、皮膚バリア機能
破綻をともなう疾患の病態解析を行う。

SS

（１）では，粘膜と皮膚のタンパクの違いによる水疱形成への影響
を証明した。これは，（２）の研究による粘膜における水疱形成機
序が異なることの証明につながる一連の研究であり、2018年の日本
口腔外科学会の優秀口演発表賞を受賞した。（1）と（2）の研究成
果をもとに研究を行った大学院生は学術振興財団の海外特別研究員
に選出された。（３）は、水疱形成機序の概念を大きく変える発見
であり、今後さらなる発展が期待されるということで2019年9月ド
イツ・リューベック大学で招待講演を行った。

10.1016/j.jid.2018.03.002

10.1038/s41374-018-0113-9

10.1002/path.5196

30 53050
皮膚科学関

連

自己免疫性表皮下水疱症のメカニズムを
細胞レベルで解明する研究

本研究を通じて自己抗体による自己抗原
の枯渇が、通常の類天疱瘡におけるもっ
とも重要なメカニズムであることを証明
した。一方で類縁疾患の粘膜類天疱瘡で
は、自己抗体による分子間結合の阻害が
水疱形成に影響する。また、自己抗体の
自己抗原枯渇への影響は、抗体の定常領
域に対する親和性のあるタンパクにより
促進されることを発見した。

Ｓ

これまでほとんど研究されていなかった中枢神経系での軸索の機能
に関する新たな計測法を開発し、全か無かの法則に従うデジタル信
号と考えられていた軸索での活動電位が、軽度な短期抑圧を示すこ
とを明らかにした（１）。その機序として、活動電位に引き続く後
脱分極が関与することを示し（２）、また、コンピューターシミュ
レーションを用いて後脱分極の発生機構を検討した（３）。細胞レ
ベルでの神経科学における最大のブラックボックスである軸索の機
能解明に挑戦し、未知の神経調節機構を明らかにした本研究は国際
的にも評価され、これらの一連の成果を解説した総説が、
Frontiers in Cellular Neuroscience誌に掲載された。（”
Excitability Tuning of axons by afterdepolarization., H. 
Kamiya, 2019, doi.org/10.3389/fncel.2019.00407）。本成果に関
して、北海道大学ホームページからプレスリリースされ（平成28年
2月27日）、また、平成28年度から令和２年度の日本生理学会大会
や米国カリフォルニア大学バークレー校での国際シンポジウムにお
いて招待講演を行った。

10.1523/ENEURO.0415-17.2018

10.1523/ENEURO.0254-18.2018

10.3389/fncel.2019.00210
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神経機能学

関連

軸索の興奮性制御に関する研究

大型の軸索終末を有する海馬苔状線維終
末からの電気生理学的計測法を確立し、
その興奮性制御機構について検討した。
全か無かの法則に従うデジタル信号と考
えられていた軸索での活動電位が、軽度
な短期抑圧を示すことを明らかにした。

Ｓ

【学術的意義】
運動失調症の臨床評価にはカテゴリー係数として表示される臨床評
価スケールが存在するものの、連続係数で表記されるバイオマー
カーは存在しない。臨床研究を成功させるためにも、後者のほうが
有意な結果がでることは明らかである。そこでわれわれは運動失調
症患者を対象に歩行解析を実施したところ、左右方向の動揺度が運
動失調を客観的に評価する指標として適切であることを見出して報
告した。加えて、多系統萎縮症を対象にmiRNA解析を実施したとこ
ろ、疾患特異的なmiRNA変化を見出した。素因遺伝子解析研究で
は、世界で初めてBSN遺伝子変異がタウオパチーの原因になる可能
性を発見し、報告した。いずれも今後の治療薬開発に進展する可能
性がある研究である。いずれの成果も英文論文として国際誌に掲載
済みである。 その他、歩行解析を客観的指標に用いた脊髄小脳失
調症１型に対する遺伝子治療医師主導治験を計画中であり、現在
AMEDに研究開発提案書を申請中である。

【社会、経済、文化的意義】
BSN遺伝子研究については社会的啓発を目的として、和文および英
文でプレスリリースを行った。
（https://www.hokudai.ac.jp/news/180117_pr.pdf#search=%27矢
部+Bassoon+プレス%27）
最近では、この研究を引用しBassoon proteinopathyという疾患概
念も提唱されている (Schattling B, et al. Nat Neurosci 2019; 
22; 887-896)。

10.1007/s12311-019-01025-5

10.1186/s13041-019-0471-2

10.1038/s41598-018-19198-0
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関連

神経変性疾患における素因遺伝子解析お
よびバイオマーカーに関する研究

多様な神経変性疾患を対象に素因遺伝子
解析とバイオーマーカー開発を行った。
その結果、運動失調症の重症度に相関す
るバイオマーカーとして歩行加速度を積
分して得られる左右方向の動揺振幅が重
症度と有意に相関することを見出した。
また、新たなバイオマーカー候補として
血漿中のmiRNA変動も見出し報告した。
素因遺伝子解析研究ではタウオパチーの
一部がBSN遺伝子変異に起因することを
見出した。

Ｓ Ｓ

(1)の論文は、日本糖尿病眼学会学術奨励賞を受賞した論文であ
る。これは、糖尿病網膜症の網膜血管新生に糖鎖結合タンパク質ガ
レクチン-1が重要な鍵分子であること、その産生機序を初めて明ら
かにした。さらに、（3）の論文では加齢黄斑変性における脈絡膜
血管新生および網膜下線維化におけるガレクチン-1の病態形成への
関与を明らかにした。また、（2）の論文では、かねてより研究を
進めてきた（プロ）レニン受容体に対する創薬研究も進み、その
シーズ化合物の開発にも成功した。さらに毒性の高いアクロレイン
（不飽和アルデヒド）研究なども行い、これら業績に関して日本眼
科学会をはじめ合計50回以上の国内外の学会等で招待講演を行っ
た。また、眼科領域におけるトップジャーナル（Invest 
Ophthalmol Vis Sci.）のみならず幅広い領域におけるジャーナル
に報告しており、眼科領域において世界より高い評価を受けてい

 る。
 

 

10.1038/s41598-017-16499-8

10.1016/j.omtn.2019.05.012

10.1096/fj.201801227R

27 56060 眼科学関連

種々の生活習慣病に対する新しい分子標
的治療に関する医学研究

本研究は、未だ根本的な治療法・疾患発
症機序の解明に至っていない網脈絡膜疾
患（主要な中途失明原因）の新規治療法
の確立・バイオマーカー探索をはじめ、
個々の分子を標的として病態発症のメカ
ニズム解明を行った研究である。本研究
では、受容体結合プロレニン系、ガレク
チン-1およびアクロレインをはじめとす
る分子に着目をし、これらが網脈絡膜疾
患の病態形成の鍵分子であることを論証
したものである。

Ｓ

（１）は、至適スケジュールを決めるために多施設で行った用量探
索試験の論文である。従来は動注の回数は4回程度と考えられてい
たが、今回の試験で7回に決定した。この結果は欧州臨床腫瘍学会
（2）でも発表した。本治療は海外でも注目されており、オランダ
がんセンターに招待され講演を行った（3）。また、台湾、韓国で
も招待講演を行い、治療成績が良く、整容的にも優れた治療である
ことから大いに称賛された。
本治療は、手術を行なわずに進行癌の根治を目指す画期的でユニー
クな治療であり、多くの施設で本治療が行われるようになってき
た。毎年、本治療の普及のために講習会を行い、毎回60～80名の参
加を得て、本治療の普及とレベルアップ、均てん化につながってい
る。

10.1002/hed.25001. Epub 
2017 Nov 11
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超選択的動注化学療法の研究

本研究は、頭頸部がん進行例に対する超
選択的動注化学療法と放射線治療の同時
併用療法を行う治療法の開発である。本
治療は大量の抗がん剤を腫瘍の栄養血管
に超選択的に動注し、その抗がん剤を中
和剤でただちに解毒し毒性を軽減するこ
とにより通常なら3週に一回の治療を毎
週行うことができるようにした超選択的
動注化学療法と放射線治療を同時に行う
治療である。
本治療が標準治療として位置づけられる
よう多施設共同試験を実施している。ま
た、普及と均てん化のために講習会を定
期的に行っている。臨床試験は2つの対
象に行っているが、一つはすでに終了し
経過観察中である。

S
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【学術的意義】
（1）は2016年のJapanese Foundation for Sexual Health 
medicine の論文賞の対象となったものである。（2）はEUROGIN、
国際パピローマウイルス学会、日本産婦人科学会などの国内外の学
会で紹介されている。また、2015年の韓国の癌学会の優秀演題賞、
2016年の北海道大学のWomen in Global Science (WINGS)賞の対象
となったものである。

【社会、経済、文化的意義】
(2)や(3)の論文は、インパクト・ファクタ(IF)の高いジャーナル
（lancet IF:59.102, Lancet Oncology IF:35.386)に投稿されてい
る。
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関連

子宮頸がん予防HPVワクチンの受け入れ
の予測因子に関する研究

毎年約15,000人の女性が子宮頸がんと診
断され、約3,500人が亡くなっている。
また、近年、若年化も見られる。HPVワ
クチンは、子宮頸がんの原因の多くを占
めるHPV16 型とHPV 18 型の感染を防
ぐ。本研究は、ワクチン接種率向上の方
策を検討することを目的としている。

Ｓ Ｓ

双極性障害に対する代表的な治療薬であるリチウムの反応性を予測
する関連遺伝子を同定したことは、あらかじめ反応しない患者への
投与を回避することができ、医療経済上も大きな意義がある。治療
抵抗性統合失調症患者に対する唯一の治療薬であるクロザピンに
よって出現する可能性のある致死的副作用である無顆粒球症あるい
は顆粒球減少症を予測する日本人における関連遺伝子を同定したこ
とも患者に対する恩恵は計り知れず、医療経済的功績も大きい。

doi:10.1016/S0140-
6736(16)00143-4

 
doi:10.1001/jamapsychiatry.
2017.3433

doi:10.1016/j.biopsych.2015
.12.006
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学関連

向精神薬の薬理遺伝学的研究

双極性障害の代表的治療薬リチウムに治
療反応を示す関連遺伝子と治療抵抗性統
合失調症への唯一の治療薬クロザピンに
よって出現する可能性のある致死的副作
用の無顆粒球症を予測する日本人の関連
遺伝子が明らかになった。

SS

【学術的意義】
本研究は、癌細胞の増殖・浸潤・転移・治療耐性メカニズムとして
これまでに報告のない新たな分子の関与やメカニズムを明らかにし
たものであり、それぞれ癌研究の領域で信頼ある科学雑誌に掲載さ
れている。特に、右欄（１）Sci.Rep.に掲載された研究内容は、第
16回西日本泌尿器科学会でヤングウロロジストリサーチ奨励賞、
2015年ヨーロッパ泌尿器科学会でベストポスター賞を受賞してお
り、また（３）Cancer Scienceに掲載された論文は、2018年の日本
泌尿器科学会総会賞を受賞しており、学術的意義が認められてい
る。

【社会、経済、文化的意義】
右欄（１）Sci.Rep.に掲載された論文は、北大からプレスリリース
をされた後、国内外から多くの反響があった。本研究成果は本来異
なる疾患に対して適用されている安価な薬剤と通常の化学療法剤と
の併用が高い抗腫瘍効果をもたらすことを初めて明らかにしたもの
であり、臨床的にも新規性が高く意義深く、また医療経済の視点か
ら見ても大きな有意性がある。

10.1038/srep34625

10.1038/s41392-018-0033-6

10.1111/cas.14080
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腫瘍診断お
よび治療学

関連

癌細胞の増殖・浸潤・転移・治療耐性メ
カニズムの解明と治療戦略

異なる癌種のヒト癌細胞（膀胱癌、脳腫
瘍、膵臓癌、肝癌など）を用いて、癌細
胞の増殖・浸潤・転移メカニズム、また
放射線療法や化学療法に対する治療耐性
獲得メカニズムの解明を行った。近年、
癌細胞の遠隔転移や薬剤耐性メカニズム
として全く新しい分子の関与やマイクロ
RNAやエクソソームによる機序を明らか
にした。これらの成果は、既報とは異な
る視点で癌を制圧できる可能性を示唆す
る。

Ｓ Ｓ

混合型肝癌は肝細胞癌と肝内胆管癌の両成分により構成されるた
め、その両方の腫瘍の性質をもつと考えられるが、それを示した報
告はこれまでなく、本研究により他の原発性肝癌との臨床病理学的
な類似点、相違点が明らかにされた。2019年に混合型肝癌のWHO分
類が改訂されたが、未だその成因などを含め不明な点も多い。本研
究が混合型肝癌の病態の解明の一助となると考えられる。本論文は
2020年3月17日現在で3編の論文に引用されている。
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混合型肝癌の臨床病理学的特徴について
の研究

混合型肝癌は稀な原発性肝癌であり、そ
の臨床病理学的特徴や予後についての報
告は少ない。本研究により、性別、HBV
感染、AFP値、PIVKAII値などの臨床的特
徴は肝細胞癌と類似するが、脈管侵襲や
リンパ節転移などの病理学的特徴や予後
については肝内胆管癌と類似を認めた。
また、CEA値と腫瘍径が混合型肝癌の独
立した予後不良因子であることが分かっ
た。

Ｓ




